
 
 

令和 6年度 事業報告 

総 論 

１．取り巻く事業環境 

令和 6年度は、ロシアのウクライナ侵攻や中東情勢の緊迫化、さらに米国のトラ

ンプ政権が打ち出した関税政策などにより、世界のエネルギー情勢は不透明な状況

が続きました。 
国内では、第 7次エネルギー基本計画が閣議決定され、DXや GX の進展により 2040

年に向けて電力需要の増加が見込まれる中、再生可能エネルギー、原子力などエネ

ルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活用することとされまし

た。 

電力業界では、11 月に東北電力㈱女川原子力発電所 2号機が BWR として東日本大

震災以降初めての再稼働を果たし、12 月には中国電力㈱島根原子力発電所 2号機も

再稼働しました。また、北海道 2自治体での高レベル放射性廃棄物最終処分地選定

に向けた NUMO による文献調査報告書の公表、青森県むつ市のリサイクル燃料貯蔵

㈱の中間貯蔵施設の操業開始など、原子燃料サイクルの推進においても前進があり

ました。 

一方で、電力安定供給の確保に関しては、電力システム改革の検証が進められ検

証結果と今後の方向性が示されたものの、制度改正に向けて課題は山積しておりま

す。また、電気技術者不足の顕在化も続いており、人材の確保・育成は喫緊の課題

となっています。 

２．電気関係業界の諸課題への対応 

本会は、電気安全の確保、電気技術者の確保・育成、適時的確な情報発信の３つ

の基本事業を柱とし、本部・新聞部・全国 10 支部からなる本会の総合力を発揮し

て、電力安定供給の確保をはじめとする電気関係業界の諸課題に対応してまいりま

した。 

具体的には、電気安全の確保のため、電気設備に関する技術規格類の制改定や

整備のほか、消防法に基づく認定事業などを着実に実施しました。 

電気技術者の確保・育成については、ウェブサイト「Watt Magazine」の活動を

通して、若者に電気保安・電気工事業界の魅力を伝えました。また、次世代の電

気技術者に向けたセミナーなどの実施にも力を入れました。 

適時的確な情報発信については、本会が発行する電気新聞等を通じて、電力安

定供給に直結する情報を詳細かつわかりやすく発信しました。 

３．令和 6 年度収支状況 

令和 6 年度の本会の収支状況は、経常収益が 4,516 百万円（前年度比＋119 百万

円）、経常費用が 4,273 百万円（前年度比＋343 百万円）となった結果、経常収支（評

価損益等調整前当期経常増減額）は 242 百万円（前年度比△224 百万円）となり、

13 期連続の黒字決算（増収減益）となりました。 
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経常収益の前年度比増加の主な要因は、有楽町電気ビルのテナント空室増加によ

り賃料収益が減少（△66 百万円）したものの、新聞購読料の増加（＋31 百万円）

や、企業業績が好調であったことにより配当金収入が増加（＋99 百万円）したこと

等によるものです。 

経常費用の前年度比増加の主な要因は、ベア等による人件費の増加(+45 百万円)、

確定給付年金費用が大幅に減少した前年度との比較による退職給付費用の増加

(+171 百万円)、不動産の修繕費やテナント入居に伴う仲介手数料など不動産関連費

用の増加(＋43 百万円)、新聞製作費用の増加(＋14 百万円）、ランサムウェア被害

対応費用の増加（＋22 百万円）等によるものです。 

 

(注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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事業活動のポイント 

１．電気安全の確保 

(1) 日本電気技術規格委員会（JESC）における民間規格の制改定の承認 

日本電気技術規格委員会（JESC）では本委員会 4回、民間規格等制改定プロセス

評価委員会 3 回、外部評価機関委員会 1 回を開催し、「架空送電規程」等計 6 件の

民間規格の制改定を承認しました。 

(2) 原子力発電所の規制検査・再稼働審査に係る規格の制改定案の審議 

原子力規格委員会（NUSC）は、本委員会を 4回、分科会・検討会・作業会等を 203

回開催しました。原子力規制検査の導入、再稼働審査および最新知見の反映等に対

応した「フェライト鋼の破壊靭性参照温度 To 決定のための試験方法」改定案など

12 規格を審議し、「原子力発電所の安全機能，重大事故等に対処する機能を有する

電気・計装品の耐環境性能の検証に関する指針」改定版など3規格を発行しました。 

また、照射脆化に関する 2 規格（「原子炉構造材の監視試験方法」追補版および

「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法」追補版）の原子力規制庁

の技術評価（※）対応を 7月に開始し、令和 7年度にかけて継続対応中です。 

さらに、「原子力発電所耐震設計技術規程」の原子力規制庁の技術評価対応を 3月

に開始しました。 

※ 原子力発電所の審査・検査の効率化を図るため、国の規制に活用するよう事業

者が要望している民間規格を国があらかじめ評価しておくこと。 

(3) 電気用品調査委員会における国の方針に対する速やかな対応 

電気用品調査委員会では、引き続き、国の方針に沿って電気用品安全法の「電気

用品の技術上の基準を定める省令の解釈」（以下「技術基準解釈」という）別表第 1 

から別表第 11 までを別表第 12(JIS・IEC)に移行する検討を進めました。昨今の電

気用品の製造・流通等におけるグローバル化や国際規格への整合化の観点から、別

表第 12(JIS・IEC)への一本化が必要となっております。 

(4) 電気技術規程・指針類および専門図書などの発行 

法令等の改正に伴う内容の見直しおよび改定要望などの検討結果を反映した「系

統連系規程」、「高調波抑制対策技術指針」、新たに電気設備の技術基準の解釈や JEC-

5101（2022）を追加した「架空送電規程」など合計 12 点（電気技術規程・指針類な

ど 7点、その他 5点）を発行しました。 

(5) 電気技術規程・指針類の電子化およびサブスクリプションサービスの提供開始 

これまで原子力規程・指針類のみ紙と並行して電子書籍でも提供しておりました

が、原子力以外の規程・指針類についても新たに電子書籍での提供を開始しました。

（電力会社をはじめとした大手企業・団体向けのサービスを 4月より、個人・中小

企業向けのサービスを 6月より開始） 

新たな商品の確立として一歩を踏み出し、令和 7年度につながる商品開発や顧客



 
 

へのアプローチを実施しました。なお、令和 6 年度末時点の契約数は法人 40 社、

個人 194 件でした。 

(6) 消防法に基づく登録・認定業務におけるリチウムイオン蓄電池設備の認定基準 

の整備 

  消防庁登録認定機関として、消防用設備の非常電源が消防法に定める技術基準に

適合していることを認定しております。令和 6年度は、新たな基準となる「リチウ

ムイオン蓄電池設備」の認定基準の整備を進め、令和 7年度からの認定事業開始の

目途を立てました。 

(7) 経済産業省からの電気保安に関する技術調査受託 

国からの調査受託事業は、令和 5年度から継続の 2事業 (合計契約額 51 百万円)

を受託しました。 

 (注)金額は十万円未満を切り捨てて表示しております。 

【受託金額の推移】  （ ）内は受託件数。 

 

(注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

(8) 電気安全に係る普及啓発事業の展開 

本会は電気安全全国連絡委員会の事務局を務めており、電気安全全国連絡委員会

として経済産業省主唱の「電気使用安全月間」（8月）周知用の全国統一ポスターを

作成し、頒布しました。 

また、電気安全 DVD は新作 1タイトル「電気主任技術者に連絡した？作業前は電

気主任技術者に連絡を！電気事故事例、その原因と再発防止策」と、一部リニュー

アル 2タイトルを制作、発行しました。（安全 DVD は、合計 29 タイトル） 

２．電気技術者の確保・育成 

(1) 電気技術者の確保に資する事業等の展開 

① 電気保安・電気工事業界の認知度向上・入職促進に向けた取り組み 

電気関係 8 団体で構成されている「電気保安・電気工事業界の認知度向上・入

職促進に向けた協議会」（※）では、ウェブサイト「Watt Magazine」を運営して
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おります。令和 6 年度は、運営会社を変更し、サイトの全面リニューアル（読み

たい記事にスムーズに辿り着けるページ構成への変更、検索機能のアップデート

等）を実施しました。また、賛助会員（本協議会の運営に協力していただける法

人）は 2 社の入会があり、合計で 13 社の企業様にご協力をいただいております。 

（※）協議会運営団体 

・全国電気管理技術者協会連合会  ・（一財）電気技術者試験センター 

・全日本電気工事業工業組合連合会 ・（一財）電気工事技術講習センター 

・（一社）送電線建設技術研究会   ・電気保安協会全国連絡会 

・送配電網協議会         ・（一社）日本電気協会 <事務局> 

② 電気主任技術者を対象とした職業紹介事業 

令和元年度の事業開始から 6 年目となる職業紹介事業は、インターネット検索

からの申し込みも増え、求職者・求人企業ともに登録数を伸ばしました。一方で、

職業紹介事業者の参入が進み競争が増しております。 

重点エリア（首都圏、中部・関西圏）を中心に事業を展開するとともに、重点

エリア外の対応強化のため、他の職業紹介事業者との提携（アライアンス）の実

施に向けた準備・調整を行いました。 

③ 原子力工学大学院博士課程奨学金制度 

わが国の大学原子力工学部門の教育・研究の充実に寄与することを目的として、

平成 13 年度より博士後期課程学生を対象に奨学金を 2 年間支給しております。

（令和 6年度までの実績：延べ 108 名） 

令和 6 年度は、選考委員会での意見を受けて募集校を増やすなど申込者数の増

加に努めました。また、令和 7 年度奨学生の選考を行い、4 名の奨学生を決定し

ました。 

④ 地域の特徴を捉えた次世代を担う若年層教育 
  中部支部が実施している「電気の魅力を伝える特別講座」（会員企業の若手社

員に高校で講演いただく活動）のほか、各支部でそれぞれ実施している教育活

動（地元の小学生を対象とした電気に関心を持ってもらう活動や電気専攻の高

校生・高専生の資格取得を支援する活動など）を継続して実施しました。ま

た、四国支部では、高校在学中（高専は 1年生から 3年生の間）に第三種電気

主任技術者試験に合格した生徒を対象とした表彰施策を開始しました。 

(2) 電気保安に優れた業績を上げた方々の表彰 

本会が実施している澁澤賞は、広く電気保安に優れた業績を上げた方々に毎年贈

られる民間で唯一の電気保安関係表彰です。令和 6年度は、澁澤委員会 2回、選考

委員会 2 回において選考の結果、応募総数 42 件のうち、個人 21 件、グループ 19

件、計 40 件を第 69 回澁澤賞の受賞者に決定しました。11 月 19 日 東京商工会議所 

渋沢ホール(東京・千代田区)にて贈呈式を開催しました。 



 
 

また、令和 5 年度（第 68 回）澁澤賞受賞者のうち 4 名が第 60 回 電気保安功労

者経済産業大臣表彰を受けました。 

(3) 第一種電気工事士定期講習の集合講習とオンライン講習併用実施 

経済産業大臣の指定講習機関の一つである(一財)電気工事技術講習センターか

ら、第一種電気工事士定期講習を全日本電気工事業工業組合連合会と共同で受託し、

実施しました。集合講習は支部が担当し、本部ではオンライン講習（定時方式・随

時方式の 2方式）を実施しております。 

受講対象者数は 5年の周期があり、初年度および次年度をピークに受講対象者が

減少する傾向があります。令和 6年度は 5年周期の 2年目にあたりましたが、受講

修了者数は前年度比で 1,776 名減少しました（前年度比 7.7％減）。原因としては、

受講対象者の高齢化による免状返納や受講控え等があり、計画値と比較しても

1,145 名下回りました（計画比 5.1％減）。 

【第一種電気工事士定期講習 受講修了者数の推移】 

 

(4) 本会主催の講習会の受講者ニーズに合わせた集合型とオンラインの選択実施 

資格試験対策講習会や大型セミナーである「第59回 電気関係事業安全セミナー」

「第 57 回 電気設備 PM（設備保全）セミナー」などをオンライン（オンデマンド方

式）で開催しました。内容の拡充のほか、オンデマンド方式を主としつつ、

「JEAC4111-2021 原子力安全のためのマネジメントシステム規程講習会」では一部

ライブ配信を織り交ぜたハイブリッド方式を採用するなど、受講者のニーズに合わ

せた工夫を図りました。 

また、各支部においては地域のニーズに対応した様々な講習会を実施し、支部 

全体で受講者数は 9,753 名となりました。（対前年度比 △194 名） 

３．適時的確な情報発信 

(1) 「電気新聞」を通じた、電力・エネルギー産業に資する質の高い情報発信 

① 変化の激しい電力・エネルギー産業について高度な情報をわかりやすく発信 

電気新聞では、きめ細かでタイムリーな取材に加え、紙面づくりでは図表の駆

使など見せ方の工夫を推進することで、高度な情報の発信と分かりやすい解説に

努めました。令和 6 年度は、エネルギー基本計画、BWR 運転再開などの主要テー

マについて、「大きな流れ」や「詳細な報道」を意識した報道を遂行しました。解

説記事や連載などで詳報したほか、東北電力㈱女川原子力発電所 2 号機起動時に

は号外を発行しました。 
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② 情報発信の新プラットフォームの検討を具体化 

4 月にメールマガジンのデザインを写真や図を豊富に使ったものに一新し、2月

にはウェブサイトを刷新しました。また、令和 7 年度上期の電子版「電気新聞デ

ジタル」更新に向けた作業を進めるとともに、紙面刷新についても検討を開始し

ました。 
③ 購読は電子版への変更が加速、広告は好調 

購読は、本紙から電子版への変更が加速しております。また、新規インターネ

ット広告により電子版試読が伸びるなど拡販に寄与しております。 
広告は、電力系電気工事会社創立 80 周年の特集・広告などにより、収益は前年

度実績を上回りました。 
④ メディア事業は海外視察団を再開、出版は受託刊行物を計画的に発行 

セミナー事業では、5 年ぶりに海外視察団を再開し、豪州の蓄電池事業者など

を訪問したほか、6年ぶりに開催した福島復興セミナーも好評でした。また、「高

校生が競う Energy Pitch!」や「電気新聞フォーラム」も着実に実施しました。 

出版事業では、「月刊省エネルギー」（(一財)省エネルギーセンター）や「電気

と保安」（（一財）関東電気保安協会）、「エネログ」（電気事業連合会）などを受託

し、計画的に発行しました。自主刊行物は定番冊子「でんきを知るガイドブック

2025」、新刊書籍「ＥＶ×グリッド革命」などを発行しました。 

  

「でんきを知るガイドブック 2025」 「ＥＶ×グリッド革命」 

(2) 電気関係業界における総合団体の立場を活用した的確な情報発信 

  各支部で施設見学会を実施し、会員相互の交流を図るとともに、エネルギー問

題に関する正しい情報の浸透へ寄与しました。（東北支部：福島第一原子力発電所

見学会、関東支部：永代橋変電所見学会、中国支部：島根原子力発電所見学会など） 

  また、本部においても、東北支部と連携し、女川原子力発電所見学会を実施しま

した。なお、本部主催の施設見学会としては 5年ぶりの実施となりました。 

 

 



 
 

４．事業基盤の強化 

(1) ランサムウェア攻撃への対応 

    ① 本部会計システム・会員管理システムの本格復旧 

令和 5 年 12 月 15 日に発生したランサムウェア攻撃により本部の会計システム

と会員管理システムが利用不能となりましたが、会計システムについては令和 6

年 7 月に支部を含め本復旧しました。また、会員管理システムについては令和 7

年 1 月に新システムの一部運用を開始しました。さらに、請求書発行など優先度

の高い業務から順次対応し、本格運用に向け検証・実装を進めました。令和 7 年

度早期の本格運用を目指し、引き続き支部と連携しながら対応してまいります。 

  ② 新聞部で発生したランサムウェア攻撃への対応 

令和 6 年 11 月 14 日に新聞部の業務管理システムがランサムウェア攻撃により

利用不能となりました。「ランサムウェア攻撃対策本部」を設置し、外部専門機関

の協力のもと原因の特定、被害状況の把握を行うとともにシステムの復旧作業を

実施しました。 

・ ランサムウェア攻撃であることから、情報の流出は否定できないものの、関

係各所からの被害報告は受けておりません。 

・ 業務管理システムは令和 6年 12 月に復旧しております。また、新聞制作のシ

ステムは被害を受けたシステムとは別であり、電子版を含めた新聞の発行業務

への影響はありませんでした。 

・ 個人情報保護委員会の審査は終了しており、特段の指導はありませんでした

が、最終報告書記載の再発防止策（バックアップを別環境に保管、セキュリテ

ィ監視の強化など）を徹底するよう通知がありました。 

ランサムウェア攻撃による被害が連続したことから、新聞部被害の原因調査結

果や既存システムの再点検を踏まえ、セキュアな環境の再構築を図るとともに、

個々人のセキュリティリテラシー向上のため継続して教育サービスを実施します。 

(2) 事業の再編（本部組織の見直し） 

本部各部の事業を再編・統合し、業務効率化、収支改善に向けた体制強化を令

和 6年 7月以降段階的に以下のとおり実施しています。 

・ 「事業構造改革検討委員会」（常務理事、各部長、関係チームリーダーで構

成）を設置し、本部の事業や業務につき、業務内容・仕事の進め方・収支構

造等を再度把握するとともに、より収益性を考慮に入れながら、改革の方向

性を打ち出しました。（対象事業：出版事業、講習事業、技術規格類の編集・

校正業務、人材事業） 

・ 技術規格類の編集・校正業務を事業推進部から技術部へ移管し、技術規格類

の制作から商品完成までの一貫体制を構築しました。 

・ 電気保安・電気工事業界の認知度向上・入職促進に向けた協議会、澁澤賞、

原子力奨学金の各業務を総務部から事業推進部へ移管し、事業推進部を「人

材確保・育成事業」に特化させることで、体制を強化しました。 



 
 

・ 不動産業務を事業推進部から総務部へ移管し、事業戦略の再構築に着手しま

した。 

事業推進部内に「販売センター」を設置し、技術規格類の紙書籍・電子書籍の

販売窓口を一元化しました。（これまで技術規格類の電子化導入や営業活動を担

っていた「技術規格電子化プロジェクトチーム」は廃止しました。） 

５．その他 

(1) 第 103 回社員総会の開催 

6 月 6 日 京王プラザホテル札幌（北海道）にて、第 103 回社員総会を開催しま

した。第 1号議案「令和 5年度事業報告および決算の承認の件」、第 2号議案「役

員選任の件」について原案どおり承認、議決されました。 

  

貫 正義 本会会長による挨拶 歓迎挨拶をする 藤井 裕 北海道支部会長 

(2) 理事会・参与会実施状況 

理事会は、集合型会議で 4回（5月、6月、11 月、3月）開催しました。 

参与会は、集合型会議で 2回（6月、12 月）開催しました。 

(3) 会員の状況 

法人正会員は合併等により、個人正会員は各社の役員改選、人事異動およびご

逝去等により、法人会員は支店の統廃合等により、それぞれ減少しました。 

会員の種別 令和 6年 4 月 1日 令和 7年 3 月 31 日 増 減 

法人正会員 1,433 社 1,424 社 △9 社 

個人正会員 1,397 名 1,365 名 △32 名 

正会員計 2,830 2,789 △41 

法人会員       715 事業所       699 事業所 △16 事業所 

会員計 3,545 3,488 △57 

以上  



各 論 

Ⅰ．電気設備等の規格・基準に係る調査・研究  

１．日本電気技術規格委員会（JESC）(委員長 大崎 博之 東京大学教授) 

(1) 概  要 

・ 民間規格作成団体から依頼された電気設備に関する規格・基準などに対し、

電気事業法の技術基準への適合性について、透明性、中立性、公平性を原則と

した第三者評価機関として評価。 

(2) 活動状況 

① 規格等評価活動 

・ 本委員会 4 回、民間規格等制改定プロセス評価委員会 3 回、外部評価機関

委員会 1回を開催。 

・ 民間規格の制改定を承認。（計 6件、別表-1） 

「架空送電規程」、「変電所等における防火対策指針」、「高圧受電設備規

程」、「電力制御システムセキュリティガイドライン」、「スマートメータ

ーシステムセキュリティガイドライン」、「系統連系規程」 

・ 引用規格の廃止を承認。（計 1件、別表-1） 

「小型汎用蒸気タービンの自己潤滑方式軸受潤滑装置」 

・ 国の基準に引用する民間規格等の改定を承認。また一部については、国の

新たな技術基準の体系による民間規格等の引用要請（民間規格等リスト化）

を実施。（計 14 件、別表-1） 

「火力発電所の耐震設計規程」、「35kV 以下の特別高圧用機械器具の施設の

特例」（注）、「35kV 以下の特別高圧地上電線路の臨時施設」（注）、「35kV 以

下の特別高圧電線路の人が常時通行するトンネル内の施設」（注）、「支持物

の基礎自重の取り扱い」（注）、「170kV を超える特別高圧架空電線に関する

離隔距離」（注）、「特別高圧電線路のその他のトンネル内の施設」（注）、

「電路の絶縁耐力の確認方法」（注）、「車両の往来が無く、人が常時通行す

ることを想定しない山地に施設する高圧地上電線路」（注）、JIS 規格（4 規

格）、「燃料アンモニア地上式貯槽指針（メンブレン式アンモニア貯槽）」 

  （注）民間規格等リスト化の要請を行った規格 

・ 令和 6年度は、令和 5年度に JESC から国に改正を要請した 9件について、

国が「電気設備の技術基準の解釈」の一部改正を実施。（別表-2） 

② JESC 功績賞 

・ 2025 年 JESC 功績賞 4 件（表彰者 6 名）を第 127 回 JESC で決定、表彰式を

実施。 

③ 第 30 回産業構造審議会 保安･消費生活用製品安全分科会 電力安全小委員会 

・ JESC の活動内容及び関連する内容の「資料 3 民間規格評価機関に係る手続



の見直しについて」が審議に上程され、異議なく承認。 

２．各専門部会 

(1) 概 要 

・ 発変電・送電・配電・需要設備など 9 つの専門部会で、民間規程・指針を 

整備、国の基準改正要請を検討。 

(2) 活動状況 

・ 会議形態に応じ、集合開催と Web 開催を併用する等、効率よく専門部会等を

計画的に開催。 

・ 令和 6 年度は、延べ 145 回開催し、「高圧受電設備規程」等 16 件の規程・指

針を検討。（別表-3） 

・ 規程・指針の改定に伴う昨今の情勢に応じた対応状況として「高圧受電設備

規程」改定において、EV 急速充電器専用の簡易受電設備の仕様等を追加する

とともに、スマート保安に係る「スマート保安技術カタログ（電気保安）」の

紹介等も追加。 

３．原子力規格委員会（NUSC）（委員長 阿部 弘亨 東京大学教授） 

(1) 概 要 

・ 国の法令運用にも活用される、原子力に関する民間規程･指針類を整備。 

・ 本会が事務局を担務。 

(2) 活動状況 

① 規格等整備・理解促進活動 

・ 原子力規格委員会を 4 回開催し、原子力規制検査の導入、再稼働審査及び

最新知見の反映等に対応した「フェライト鋼の破壊靭性参照温度 To 決定の

ための試験方法」改定案及び「原子力発電所中央制御室等の事故時居住性に

係る被ばく評価に関する規程」改定案など 12 規格を審議し、「原子力発電所

の安全機能，重大事故等に対処する機能を有する電気・計装品の耐環境性能

の検証に関する指針」改定版及び「原子炉構造材の監視試験方法」追補版な

ど 3規格を発行。（別表-4、5、6） 

・ 「第 9 回 原子力規格委員会シンポジウム」を「原子力発電所 60 年超運転

に向けての規格整備」というテーマで、9月 5日にオンラインにて開催。 

・ 照射脆化に関する 2規格（「原子炉構造材の監視試験方法」追補版及び「原

子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法」追補版）の原子力規制

庁の技術評価対応を7月に開始。令和7年度にかけて継続対応中。一方、「原

子力発電所耐震設計技術規程」の原子力規制庁の技術評価対応を 3 月に開始

し、対応中。（別表-7） 

② NUSC 功労賞 

・ 規格の制改定等で顕著な功績が認められた 6 名に対し、NUSC 功労賞の授与

を決定。（第 90 回 原子力規格委員会(6 月 25 日実施)において、表彰式を実



施。） 

４．原子力関連学協会規格類協議会 

(1) 概 要 

・ 本会、日本原子力学会、日本機械学会が中心となり、原子力事業の遂行に必

要となる学協会規格類の策定、維持、運用を効率的、合理的に進めるための協

議を実施。 

(2) 活動状況 

・ 令和 6 年度は 4 回開催し、学協会規格の継続的な活用計画、事業者からの技

術評価要望状況、日本機械学会の設計・建設規格等の技術評価状況等に関して

意見交換を実施。本会が主体として実施した照射脆化 2 規格の技術評価対応状

況を説明。 

５．電気用品調査委員会（EAM-RC）（委員長 小野 亮 東京大学教授） 

(1) 概  要 

・ 電気用品安全法の技術基準にかかわる規格・基準について、電気製品・設備

の安全を確保し、電気用品による危険及び障害を防止することを目的に、必要

に応じて国へ技術基準の改正要請を行うための委員会。 

・ 本会が事務局を担務。 

(2) 活動状況 

① 電気用品調査委員会（3回開催） 

・ 各部会から上程された議題について審議。令和 6 年度は、技術基準解釈別

表第 10（雑音の強さ）の改正案及び別表第 12（国際規格等に準拠した基準）

への採用を要望する JIS（10 件）について、要望書を国へ提出。 

（別表-9、10） 

・ 令和 7 年度より、新たな部会体制として「解釈等検討部会」、「整合規格検

討部会」、「特別検討部会（IoT 関連）」を設立。 

・ 令和 5 年度に提出した解釈改正要望に関して、令和 6 年度中に 92 件の JIS

が別表第 12 に採用。また、別表第 1（電線）、第 4（配線器具）、第 7（電動

機）が別表第 12（JIS 規格）の基準適用へ改正。 

② 電波雑音部会（2回開催） 

・ 別表第 10 を別表第 12 へ一本化する改正案を検討。また、改正案に関係す

る「電気用品の技術基準の解説」の別表第 10 及び別表第 12 の解説の見直し

について検討。 

・ 電気用品名と別表第 12 の雑音の強さに関する基準との関係の事例を早見表

としてまとめた「電気用品名と解釈別表第十二の雑音の強さに関する基準と

の対応表」を新たに作成。 

③ 解釈検討第 1部会（1回開催） 

・ 別表第 2（電線管類）、第 3（ヒューズ）、第 5（電流制限器）、第 6（変圧器、



安定器）を別表第 12 へ一本化する検討について、技術的課題を整理。 

・ 国が策定した IoT に関するガイドラインの令和 5 年度の調査報告書から、

「IoT ガイドライン等を解釈別表第 8 で合理的に活用するための解説」につ

いて見直し案を検討。 

④ 解釈検討第 2部会（3回開催） 

・ 別表第 12 へ採用を要望する JIS 29 件及び廃止する JIS 1 件の審議案件に

ついて検討。 

⑤ 事故事例調査部会（2回開催） 

・ 東京消防庁「火災の実態」及び(独)製品評価技術基盤機構（NITE）におけ

る電気用品関係の製品事故事例について調査・分析を行い、報告書を作成。 

・ リチウムイオン蓄電池／搭載機器等事故調査分科会にて取り纏めたリチウ

ムイオン蓄電池／搭載機器の事故未然防止対策に関する調査報告書案につい

て検討。 

⑥ 製品・設備毎小委員会 

・ 電気用品に係わる IEC 国内委員会に対応する JIS 原案作成委員会として、

日本電機工業会、日本電線工業会等が事務局を担務している 14 の小委員会

の活動状況を本委員会にて報告。 

６．キュービクル式高圧受電設備推奨委員会 

(1) 概 要 

・ 自家用需要家設備の安全確保と電気事業用設備への波及事故防止を目的とし

て、優良なキュービクル式高圧受電設備の推奨業務を実施。 

(2) 活動状況 

・ 委員会を 4回開催し、形式 18 機種の推奨基準への適合性を審査。 

（別表-11、12） 

・ 形式推奨銘板 61 枚を交付。（別表-13） 

７．消防庁登録・認定業務 

(1) 概 要 

・ キュービクル式非常電源専用受電設備(6.6kV)、ナトリウム・硫黄電池、燃料

電池などの電気設備に対し、消防用設備の非常電源として消防庁の技術基準に

適合していることを認定。 

また、他工業会への事務委任により蓄電池設備、低圧配電盤、誘導灯につい

ても同様に認定。 

(2) 活動状況 

・ 「リチウムイオン蓄電池設備」の認定基準の整備を進め、令和 7 年度からの

認定事業開始に向けた準備・調整を実施。 

・ 認定に係る各委員会の開催及び認定状況は以下のとおり。 

① キュービクル式非常電源専用受電設備 



・ キュービクル式非常電源専用受電設備の認定委員会を 6回開催。 

・ 形式 130 機種、個別 9機種の技術基準への適合性を審査。（別表-11、12） 

・ 形式認定銘板 643 枚を交付。（別表-13） 

② 蓄電池設備 

・ 蓄電池設備の認定委員会を 4回開催。 

・ 型式 149 機種の技術基準への適合性を審査。 

・ 型式証票 576,105 枚を交付。 

③ 非常用配電盤 

・ 非常用配電盤の認定委員会を 6回開催。 

・ 型式 225 機種の技術基準への適合性を審査。 

・ 型式証票 3,830 枚を交付。 

④ 誘導灯 

・ 誘導灯の認定委員会を 4回開催。 

・ 型式 221 機種の技術基準への適合性を審査。 

・ 型式証票 1,799,040 枚を交付。 

８．受託事業 

(1) 概 要 

・ 経済産業省が実施する調査事業に応札、受託。 

(2) 受託件名と内容 

件名、調査事項及び受託額 調査結果の概要 

電気設備技術基準関連規格等調査 

・ 電技解釈が引用する JIS 等の規格のう

ち、近年規格が改正されたものについ

て改めて技術的内容を確認し、引き続

き電技解釈に引用することの妥当性に

ついて調査。解釈への引用の妥当性が

確認できた規格について、民間規格評

価機関が当該規格の省令への適合性確

認要請を受け、評価を実施。 

・ 電技解釈が引用する電気用品の技術

上の基準を定める省令の解釈について

は、JIS 化された規格を引用する内容

に改正済。これに伴い、当該 JIS 規格

等について調査し、調査結果に応じ

て、電技解釈条文の見直し案を検討。

解釈への引用の妥当性が確認できた規

格について、民間規格評価機関へ当該

規格の省令への適合性確認要請を実施

し、同機関が評価を実施。 

・ IEC60364 規格の改正への対応として

「電技解釈（第 218 条）への IEC 規格

（IEC60364 規格群）の取入れ検討」を

実施。電技解釈への取入れの可否およ

○ 改正された JIS 規格等を引用している

電技解釈のうち、今回は2条文（引用され

ている JIS 規格等は 3 規格）の調査を実

施。本調査で改正後のJIS規格を引用する

ことが妥当と判断されたものについて

は、民間規格評価機関である「日本電気

技術規格委員会（JESC）（事務局：日本電

気協会）」が省令への適合性確認要請を受

け、省令への適合性を確認。 
○ 電気用品の技術上の基準を定める省令

の解釈が引用するJIS規格について調査を

実施（引用箇所：17 条文 37 箇所）。改正

後のJIS規格を引用することが妥当と判断

されたものについては、民間規格評価機

関である「日本電気技術規格委員会

（JESC）（事務局：日本電気協会）」が省

令への適合性確認要請を受け、省令への

適合性を確認。 

○ 電技解釈（第 218 条）への IEC 規格の

取入れについて検討を実施。取入れ検討

結果が「可」となった規格について逐条

解説を作成し、併せて用語の整合性確認

を実施。また、IEC61931-1 の解説につい



件名、調査事項及び受託額 調査結果の概要 

び取入れ可となった IEC 規格について

適用にあたっての制限事項や留意事項

などを検討し、電技解釈への取入案の

策定と共に取入案に対する逐条解説を

作成。また、電技解釈第 219 条に取り

込まれる IEC61936-1 に係る解説を更

新。 

 
受託額 34,702 千円（税抜） 
 

ては、Ed2.0 の内容から Ed3.0 の内容に見

直しほかを実施。 

 
上記の内容について経済産業省に報告。 

電線地中化工法の実現可能性等調査 

・ 前年等事業で整理された電技解釈の改

正案及び民間規格の制定案の内容に基

づき、高圧地上電線路の早期施設に向

けた調査を実施。 
 

受託額 16,351 千円（税抜） 

○ 高圧地上電線路の早期施設に向けた施

工設計調査 
・ 新託送料金制度の第一規制期間内等に実

施する計画となっている単独地中化工事

のうち、前年度事業で報告された、電技

解釈の改正案及び民間規格の制定案へ記

載する内容と合致する箇所を対象に、あ

らかじめ資源エネルギー庁電力・ガス事

業部電力基盤整備課が選定する箇所か

ら、当該課と協議を行い決定した3件にお

いて、地上電線路として施工するための

施工設計調査を実施。 
・ 施工設計は、実際に施工することを想定

し、電線施設ルート、資材数量、労務数

量、工期、電柱削減本数等について、現

地調査及び机上検討により実施し、その

結果を集計。 
 
上記の内容について経済産業省（資源エ

ネルギー庁）に報告。 

９．国際規格への対応 

(1) IEC/TC99 関係 

本会は、IEC/TC99（交流 1kV 超過・直流 1.5kV 超過の高電圧電気設備の絶縁協

調とシステムエンジニアリング）の国内委員会事務局を担務。11 月 28 日にスウ

ェーデンで開催された TC99 プレナリー会議（全体会議）に日本から 1 名が出席

したほか、所管規格である IEC 61936-1（電気設備の技術基準の解釈第 219 条に

取り入れられている）を含む 8 規格の制改定等のため、プロジェクトリーダーお

よびエキスパートを各 MT・JWG に派遣し鋭意制改定作業を実施。 

国内委員会は予定どおり 2 回開催し、IEC に日本の投票・コメントを着実に提

出。 

(2) IEC/TC64 関係 

本会は、IEC/TC64（電気設備および感電保護）の国内委員会事務局を担務。所

管規格である IEC 60364 規格群（電気設備の技術基準の解釈第 218 条に取り入れ



られている）および関連規格を含む 48 規格の制改定に対応。令和 6 年度は、通

常の規格メンテナンスの対応に加え、12月 3日から5日にフィリピンで開催され

た TC64 プレナリー会議（全体会議）に日本から国内委員会委員長ほか 4 名が出

席。会議では日本が提案した「災害（地震、水害、風害）に対するレジリエント

な電力供給システム」が技術仕様書（IEC TS 60364-7-725）として令和 7年度に

発刊されることが報告されたほか、次回 TC64 プレナリー会議が令和 8 年 4 月に

日本で開催されることが決定。 

国内委員会は予定どおり 6 回開催し、IEC に日本の投票・コメントを着実に提

出。 

 (3) ISO/TC85/SC6 関係 

本会は、ISO/TC85(原子力、原子力技術、放射線防護)/SC6(原子炉技術)の国内

委員会事務局を担務。新規規格提案への賛否や既刊規格の定期レビュー(改定要

否や、廃刊とするか否か)、WG の議長の選任など様々な案件に対して国内意見を

とりまとめ、令和 6年度は 17 件の国際投票を実施。 

 

Ⅱ．広 報 活 動  

１．電気安全に係る普及啓発事業（電気安全全国連絡委員会） 

(1) 電気使用安全月間の周知 

① 概 要 

・ 経済産業省主唱の「電気使用安全月間」（8 月）に協力

し、電気関係事業はじめ各方面の安全意識の高揚に尽力。 

② 活動状況 

・ 全国統一ポスターを作成。 

・ 全国の電気安全委員会、電気工事会社、工事組合、電気 

管理技術者協会、建設会社などを通じて各企業・団体へ頒布。88,776 部（前

年度比 ＋390 部） 

(2) 第 60 回 電気保安功労者経済産業大臣表彰への対応 

・ 8 月 1 日に KKR ホテル（東京都千代田区）にて、電気保安功労者経済産業大

臣表彰式が開催。なお、前年度に引き続き本会主催の祝賀会は中止。 

・ 受賞者        工場等の部        6 件 

電気工事業者の営業所の部 7 件 

団体の部          6 件 

個人の部         25 件 

合計           44 件 

※ 個人の部において、第 68 回(令和 5年度)澁澤賞受賞者のうち 4名が受賞。 

 

電気安全ポスター 



(3) 電気安全パンフレット 

① 概 要 

・ 家庭の電気事故防止および自家用電気設備の波及事故防止啓発のため、パン

フレットの作成および頒布。 

② 活動状況 

・ 「電気使用安全月間」において、全国の電気安全委員会、電力会社、電気 

保安協会、電気管理技術者協会などを通じ、一般家庭・自家用事業所へ頒布。 

一般家庭向け 34,837 部（前年度比 △1,105 部）、自家用事業所向け 52,941 部

（前年度比 ＋4,657 部） 

(4) 電気安全 DVD 

① 概 要 

・ 電気安全の普及、啓発を目的に、電気安全全国連絡委員会名義で DVD を制作。 

② 活動状況 

・ 一部リニューアルの 2タイトル及び近年の電気事故事例を踏まえた新作をリ

リース（現在計 29 タイトルを販売） 

a. 一部リニューアルの DVD 2 タイトルを制作 

高圧・特別高圧電気取扱の基礎知識シリーズとして、労働安全衛生法に関

する高圧・特別高圧電気取扱特別教育用に制作した「使い方がわかる！安全

作業用具 編」及び「動きがわかる！高圧活線作業・活線近接作業 編」の 2

巻について法令改正（安全帯を墜落用制止用器具に変更）を反映したリニュ

ーアル版を制作。 

 
 
 
 
 
  

「使い方がわかる！安全作業用具 編」（左） 

「動きがわかる！高圧活線作業・活線近接作業 編」（右）  

b. 新作 DVD「電気主任技術者に連絡した？作業前は電気主任技術者に連絡

を！電気事故事例、その原因と再発防止策」をリリース 

経済産業省の諮問機関である電力安全小委員会では、電気主任技術者に連

絡を怠ったことによる重大事故が近年多く発生したことを問題視し、関係団



体等への注意喚起を実施。これを踏まえ、実際に起きた電気事故をベースに

その原因と再発防止策をドラマ化。電気事業法に関する保安規程の保安教育

や労働安全衛生法に関する特別教育、電気設備における工事業者等の社内教

育用として幅広く活用できるものとして頒布。 

 

 

 

「電気主任技術者に連絡した？ 作業前は電気主任技術者に連絡を！ 

電気事故事例、その原因と再発防止策」 

・ 新作のテーマ選定にあたり、アンケートや聴き取りにより関係業界、団体の

ニーズのリサーチを実施。販売周知活動としては、予告編動画を制作し、メ

ールマガジンや SNS 等にて発売前に内容を周知。発売に合わせてサンプル映

像を SNS 等で配信。また、東京ビッグサイト（東京都江東区）で開催された

ENEX 展、スマートエネルギーWEEK 展のほか、本会主催行事でプロモーション

活動を展開し、電気安全 DVD の認知度向上および売上増を推進。 

・ 平成 9年(1997 年)の販売開始より 27 年間で、累計約 21,100 本販売。 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気安全 DVD 販売本数の推移 
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(5) 第59回 電気関係事業安全セミナー 

① 概 要 

・ 職場における安全確保、事故災害やヒューマンエラー防止に向けた安全シス

テムの考え方・問題点・対策の紹介などを目的として毎年開催。 

② 活動状況 

・ 日程・会場： 視聴期間 8月15日～9月30日、オンデマンド方式 

（電気使用安全月間に合わせて実施） 

・ 受講者数 ： 245名 

・ テーマ  ： 「“ヒューマン”はこれからどこへ向かうのか！？ 

 ～エラーもするがそれだけではない…はずだ！～」 

・ 基調講演 ： 「安全をどのように創る？／どのように壊す？」 

・ パネルディスカッション： 

「安全を実現する『人の力』とは？」 

・ 講   演 ： 「デュポンにおける安全文化醸成に向けた取り組み」 

「ヒューマンエラー（HE）削減に向けた実践的な取り組み」 

・ 研究発表  ： 「現場で実践する安全管理への新たなチャレンジ」3本 

２．電気使用合理化に係る普及啓発事業（全国電気使用合理化委員会） 

(1) 電気使用合理化パンフレット 

① 概 要 

・ 工場、事業所における省エネルギーに資する電気の有効利用推進のため、 

パンフレットの作成および頒布。 

② 活動状況 

・ パンフレット 2種類を作成。（7月、2月） 

・ 全国の電気使用合理化委員会、電力会社などを通じ、工場や事業所などの 

需要家へ頒布。25,028 部（2種類合計）（前年度比 △1,168 部） 

・ 既発行パンフレット紹介事例については、本部ホームページ上に順次掲載

し、広く一般に公開。 

 

 

  

第 59 回 電気関係事業安全セミナー 

(パネルディスカッション) 

第 59 回 電気関係事業安全セミナー 

(基調講演のオンデマンド配信画面) 



(2) 第 57 回 電気設備 PM（生産保全）セミナー 

① 概 要 

・ 工場、事業所における電気設備の適切な保全管理による事故・トラブルの 

防止、メンテナンス技術の向上に寄与するため、毎年開催。 

② 活動状況 

・ 日程・会場：視聴期間：1月15日～3月31日、オンデマンド方式 

・ 受講者数  ：273名 

・ テーマ    ：「あなたの備えは十分ですか！電気設備のレジリエンス力強化」 

・ 特別講演  ：「電気設備の保全のためのIoT・AIを活用した最新診断技術動向」 

・ 特別対談  ：「ケーブルの保全のための最新診断技術動向と今後の保全のあり方」 

・ 講 演  ：「電気設備のレジリエンスを高めよう」 

・スイッチギヤの保全のための最新診断技術動向 

   ・変圧器の保全のための最新診断技術動向 

「電気設備保全の実態」 

・南極・昭和基地 編 

          ・Daigasガスアンドパワーソリューション 編 

・下関市上下水道局 編 

「最新トピックス」 

 ・知って得する！行政・業界の動き 

   

 

 

３．澁 澤 賞 

(1) 概 要 

・ 電気保安の確保などに対して、優れた業績を上げた個人・グループを毎年 

顕彰する民間表彰。 

・ わが国の電気保安行政の礎を築いた 故 澁澤元治博士の業績を記念して昭和

31 年に創設され、令和 6年度で 69 回目。 

(2) 活動状況 

・ 【選 考】澁澤委員会（委員長 日髙 邦彦 東京電機大学工学部電気電子工学

科客員教授）で 2 回（4 月、10 月通常開催）、選考委員会（委員長 中西 宏典 

一般財団法人 発電設備技術検査協会 理事長）で 2回（9月 Web 開催、10 月通

第 57 回 電気設備 PM セミナー 

(特別対談のオンデマンド配信画面) 

第 57 回 電気設備 PM セミナー 

(特別講演のオンデマンド配信画面) 



常開催）にわたる選考の結果、応募総数42件のうち、個人21件、グループ19

件、計 40 件 103 名の受賞者を決定。11 月 3 日（文化の日）に本会ホームペー

ジにて発表。 

・ 【表 彰】11 月 19 日、東京商工会議所 渋沢ホール(東京都千代田区)で開催。

式典の様子は後日 YouTube にて配信。 

 

 

４．その他の広報活動 

(1) 会報の発行 

① 概 要 

・ 本部「電気協会報」を隔月発行（奇数月発行）するとともに、各支部で地域

のニーズを踏まえた支部会報を発行。 

② 活動状況 

・ 本部「電気協会報」は、「技術活動報告」や「暮らしの電気安全」など、実

務者だけでなく多くの人のご参考に役立てていただく記事のほか、澁澤賞受

賞者かつ電気保安功労者経済産業大臣表彰受賞者から自己紹介いただく「現

代の電気人」などを掲載。 

(2) 施設見学会 

① 概 要 

・ 施設見学会を実施し、会員相互の交流を図るとともに、エネルギー問題に関

する正しい情報の浸透へ寄与。 

② 活動状況 

・ 東北支部：福島第一原子力発電所見学会、関東支部：永代橋変電所見学会、

中国支部：島根原子力発電所見学会などを実施。また、本部においても、東

北支部と連携し、女川原子力発電所見学会を実施。なお、本部主催の施設見

学会としては 5年ぶりの実施。 

 

 

第 69 回 澁澤賞贈呈式の様子 



(3)「電気記念日」 

① 概 要 

・ 本会が制定した「電気記念日」（3月 25

日）の意義を広く周知・PR するため、各

支部を中心に記念行事を実施。 

② 活動状況 

・ ポスターを作成し、各支部を通じて関係 

組織や団体等に 2,677 部を頒布。 

（前年度比△77 部） 

・ 支部主催の式典、講演会等実施。 

・ 電気記念日行事の一環として実施してい

る「電気関係事業傘寿功労者」（電気関係

事業に永年従事された会員の方々に感謝の

意を表するための表彰）については、感謝

状を贈呈。（全国 2,097 名）（別表-14） 

(4)「あかりの日」 

① 概 要 

・ 照明のもつ意義を改めて周知・啓発するため、本会および（一社）日本照明

工業会、（一社）照明学会の 3団体で「あかりの日」（10 月 21 日・エジソン

翁による白熱電球実用化成功の日）の PR を実施。 

② 活動状況 

・ 照明知識啓発イベント、ポスター・住まいの BOOK を作成、配布する等積極

的に PR を実施。 

・ 東京スカイツリー（東京都墨田区）にてミニ加湿器を配布した前年の PR 活

動に代わり、Web 広告を実施して「あかりの日」を PR。 

・ 小学生ポスターコンテストは例年どおり実施。10 月ポスターコンテストの表

彰式とポスター展示を東京スカイツリーにて実施。 

・ 小学生ポスターコンテストの結果発表や、イベント告知を SNS（X および

Facebook）で行い、「あかりの日」ウェブサイトへの誘導を実施。 

 

Ⅲ．出 版 活 動  

１．令和 6 年度 発行図書 

(1) 概 要 

・ 電気技術規程・指針（JEAC・JEAG）類、電気技術者養成教育図書、電気関係

専門図書などを発行。 

  
電気記念日ポスター 



(2) 活動状況（別表-15） 

内  容 点  数 

技術規程・指針など 制定：1点 

改定：6点 

専門図書ほか 年刊：2点 

制定：1点 

改定：2点 

・ 技術規程・指針類では、法令等の改正に伴う内容の見直しおよび改定要望な

どの検討結果を反映した「系統連系規程」、「高調波抑制対策技術指針」、新た

に電気設備の技術基準の解釈や JEC-5101（2022）を追加した「架空送電規程」

などを発行。 

・ 専門図書では、法令等の改正など最新の情報に見直しを図った「2024年版 電

気設備の技術基準とその解釈」、「2024年版 電気関係法規」を発行。 

２．販売促進の拡充 

(1) 概 要 

・ 技術規程・指針は令和 6年度に改定した「系統連系規程」「高調波抑制対策技

術指針」を中心に売上計画値（約 139 百万円）を上回り、約 142 百万円を売上。 

・ 労働安全衛生法で義務付けられている電気取扱特別教育用の低圧・高圧テキ

ストは、安全意識の高まりと共に売上を伸ばし、低圧テキスト約 22 百万円、

高圧テキスト約 15 百万円となり、計画値を超過。 

・ 令和 6 年度よりスタートした電子書籍サブスクリプションサービスは、売上

実績約6百万円と計画値（12百万円）には及ばなかったものの、新たな商品の

確立として一歩を踏み出し、令和 7 年度につながる商品開発や顧客へのアプロ

ーチを実施。 

(2) 活動状況 

・ 10 月に新しく「販売センター」を創設し、販売体制を強化。関係各所への積

極的な訪問営業をはじめ、各種イベントや本会主催の講習会でのチラシ配布、

メルマガや SNS などを活用した積極的かつタイムリーな PR 活動を実施。 

・ 電子書籍サービスでは、試行錯誤しながら丁寧な商品説明や操作方法などを

実演して契約を獲得。また、顧客ニーズのヒアリングにて、要望を形にして新

たな商品を提供。 

 

Ⅳ．電気技術者養成活動  

１．第一種電気工事士定期講習事業 

(1) 概 要 
・ 電気工事士法に基づく第一種電気工事士に対する定期講習を、経済産業大臣

の指定講習機関の一つである（一財）電気工事技術講習センターから全日本 



電気工事業工業組合連合会と共同で請け負い、支部との連携を図り実施。 

・ 集合講習は支部が実施し、オンライン講習（定時受講方式・随時受講方式の

2方式）は本部が実施 

・ 当講習は 5 年周期の 2年目にあたり、集合講習は前年度比で受講対象者数が

減少。昭和 63 年～平成 2 年に資格講習で電工一種免状を取得した受講対象者

の高齢化に伴う受講控え等により、当初計画より約 1,050 名の受講修了者減。 

・ オンライン講習は、当初計画より約 100 名の受講修了者減となったが、オン

ライン講習の知名度向上・定着等により、前年度比で約 610 名の受講修了者増。 

(2) 活動状況（別表-16） 

【集合講習】 

会 場 数 203 会場 （計画 203 会場、前年度 273 会場） 

修 了 者 数 18,700 名（計画 19,750 名、前年度 21,091 名） 

【オンライン講習】 

実 施 回 数 30 回   （計画 30 回、前年度 28 回） 

修 了 者 数 2,515 名（計画 2,610 名、前年度 1,900 名） 

 

 

 
※ 第一種電気工事士定期講習 

第一種電気工事士免状取得者に対して、免状交付日から5年以内に定期講習を受け、その
後は 5年毎に受講が義務付けられている法定講習。 

２．認定電気工事従事者認定講習事業 

(1) 概 要 
・ （一財）電気工事技術講習センターから請け負った認定講習は、令和 6 年度

は下期を担当し、当初計画より約 800 名の受講修了者減。 

・ 受講者ニーズへの対応として、認定講習におけるオンライン講習の導入に向

けた試行講習を定時受講方式で実施。 

 

第一種電気工事士定期講習（オンライン講習画面） 



(2) 活動状況（別表-17） 

 

 

 

 

３．電気技術者育成講習会 

(1) 本部講師派遣講習会（別表-18） 

① 概 要 

・ 本部から支部へ規程等講習会の講師を派遣。 

② 活動状況 

・ 「内線規程講習会」                    計 10 支部 

・ 「高圧受電設備規程講習会」            計 10 支部 

・ 「電気設備技術基準・解釈講習会」      計 10 支部 

・ 「系統連系規程講習会」                計 5 支部 

・ 「自家用電気工作物保安管理規程講習会」計 3 支部 

・ 「系統現象・保護協調講習会」          計 7 支部 

・ 「系統現象技術講習会」             計 1 支部 

(2) 支部主催講習会 

① 概 要 

・ 各支部において地域ニーズに応じ、幅広く受験対策講習会、労働安全衛生法

関係講習会、技術講習会などを開催。10 支部の受講者数の合計は 9,753 名。

（前年度比△194 名） 
②  活動状況  

講習会名 実施支部 受講者数 

第一種電気工事士試験受験対策 北海道、東北、関西、四国、九州 119 名 

第二種電気工事士試験受験対策 北海道、東北、関西、四国、九州 345 名 

【DVD 講座】第二種電気工事士 
電気に関する基礎理論 

四国 
8 名 

【Web 講座】電気工事士資格取得

のための複線図作成の基礎 
九州 

3 名 

【Web 講座】電気工事士資格取得

のための電気理論の基礎 
九州 

3 名 

第三種電気主任技術者試験受験対

策 
北海道、東北、北陸、関西、中国、四

国、九州 
634 名 

電気関係法規 中部、北陸、関西、中国、四国 203 名 

電気関係（安全・法規）実務 中国、九州 80 名 

系統連系規程 関西 29 名 

自家用電気工作物保安管理規程 関東、関西、四国、沖縄 170 名 

高調波抑制対策技術指針 関西 17 名 

 下期 

会 場 数 31 会場 （計画 35 会場） 

修 了 者 数 3,032 名（計画 3,840 名） 



講習会名 実施支部 受講者数 

高圧･特別高圧電気取扱者特別教

育 
北海道、東北、関東、中部、北陸、関

西、中国、四国、九州、沖縄 
2,170 名 

低圧電気取扱者特別教育 北海道、東北、中部、北陸、関西、中

国、四国、九州、沖縄 
1,304 名 

フルハーネス特別教育 中国 59 名 

電気工事作業指揮者安全教育 北海道、関西、中国、九州、沖縄 283 名 

エネルギー管理実務者 北海道 29 名 

高圧ケーブル工事技能（新規認

定・更新） 
東北、関東、北陸、中国、九州 

2,567 名 

地中線用 GR 付高圧負荷開閉器施

工技術認定 
関東 

22 名 

高圧受電設備保全（機器保全・保

護協調） 
関西 

72 名 

高圧受電設備選定 関西 26 名 

自家用設備保守点検 北陸 28 名 

電気設備保全 関東、北陸、九州 273 名 

電気設備保全（太陽光発電設備） 北海道 22 名 

電気設備保全担当者基礎講座 中国、九州 53 名 

電気設備管理（法規・技術） 関東 31 名 

電気設備保全管理 中国 19 名 

電気設備トラブル対応・防止技術 関東 74 名 

電気技術者育成指導者研修会 北海道 7 名 

電気保安セミナー 中部 28 名 

保護協調技術 関東 44 名 

保護継電器 九州 85 名 

雷保護技術 北海道、関東、中部 115 名 

接地技術 関東 84 名 

シーケンサ基礎 関西、中国 33 名 

シーケンス（基礎・実務） 中国・九州 167 名 

インバータ 関西 26 名 

太陽光発電技術 関西 26 名 

太陽光発電設備メンテナンス技術 関東、中部、中国、九州 257 名 

光ファイバーケーブル 九州 152 名 

電力ケーブルのトラブルと劣化診

断技術 
関東 

30 名 

IoT セミナー 中部、九州 48 名 

原子力施設電気工作物(基礎・専

門) 
関西 

8 名 

合  計  9,753 名 



(3) 低圧電気取扱特別教育講習会 

① 概 要 

・ 労働安全衛生法特別教育規程に則った「低圧電気取扱特別教育講習会」を開

催。 

② 活動状況 

・ 年間 2回の計画に対し、5月、11 月の 2回実施。厚生労働省の特別教育実施

方針に従い集合講習で実施。計 58 名が受講。 

・ 実技教育では模擬実技盤を製作し、それを用いてより扱いやすく分かりやす

い講習を実施。 

(4) 低圧電気取扱特別教育講師養成コース 
① 概 要 

・ 労働安全衛生法特別教育規程に則った「低圧電気取扱特別教育」を行える社

内講師を養成するためのスキルアップ講習を平成 29 年 3 月より実施。 

② 活動状況 

・ 令和 6 年度も継続開催。年間 4 回計画に対し、6 月、9 月、11 月、2 月の 

4 回実施。計 98 名が受講。講習効果を考慮し集合講習での開催。 

・ 特別教育テキスト、指導要領を基にした座学ならびに模擬実技盤を用いた実

技例紹介では、要点を分かりやすく解説し自社で講師を行える内容として実

施。 

 

 

(5) 電気設備の絶縁診断セミナー 

① 概 要 

・ 電気設備の保全を担当している実務者向けに、絶縁材料の特性や劣化メカ 

ニズムをはじめ絶縁劣化診断技術の基礎および実務を教える集合型セミナー。

令和 4 年度より新規開催し、好評のため継続して開催。令和 6 年度も 2 回開

催。 

 

低圧電気取扱特別教育講習会 



② 活動状況 

・ 日程・会場：本会会議室にて 7月、12 月の 2回実施。 

・ 受講者数：7月 79 名、12 月 79 名 

 

 

(6) 防爆最新動向セミナー 

① 概 要 

・ 防爆電気設備を抱える多くの現場では取扱、補修や改造、既存設備等への工

事ならびにコストや復旧時間の抑制方法などの問題に直面。これらの課題に

対しスペシャリストである講師陣が実務に即したソリューションを提供する

対面式講習会。 

 ユーザーおよび施工者を対象とした国内初の防爆関連講習会。 

② 活動状況 
・日程・会場：本会会議室にて 2月に実施。 

・受講者数：32 名 

  

 

(7) 受託講習会 

① 概 要 

・ 「電験三種試験対策講習会」として、(一財)関東電気保安協会から 12 年間

にわたり継続的に受託。同会の選抜職員を対象に実施。 

・ そのほか、「系統連系規程研修会」、「低圧電気取扱特別教育講師養成コース」

を出張講習会として受託、実施。 

電気設備の絶縁診断セミナー 

防爆最新動向セミナー 



② 活動状況 

○ 電験三種試験対策講習会 

・ (一財)関東電気保安協会の令和 6 年度定期採用者および 2 年目以降の職員

のうち選抜職員を対象に、上期試験対策として、5 月～8 月に 21 回、下期試

験対策として 11月～1月に 14回、全 35回を実施。合格率の向上、資格取得

者の向上に寄与。 

・ 同会の令和 7 年度定期採用予定者のうち希望者を対象に、下期試験の理論

科目合格、入社後の全科目取得に弾みをつけることを目的に、11 月～2 月に

Zoom ライブ配信方式で全 12 回を実施。 

○ その他受託講習会 

・ 「系統連系規程研修会」：東北電力ネットワーク㈱（1月） 

・ 「低圧電気取扱特別教育講師養成コース」：ニシム電子工業㈱（3月） 

(8) JEAC4111 ｰ 2021 原子力安全のためのマネジメントシステム規程 講習会 

  (実務コース) 

① 概 要 

・ JEAC 4111 の理解促進のための講習会。オンライン講習（オンデマンド方式）

が定着しつつある中、ライブ配信も織り交ぜたハイブリッド方式で実施。 

② 活動状況 

「実務コース」 

・日程・会場 ：視聴期間 10 月 21 日～12 月 27 日 オンデマンド方式 

12 月 10 日 Zoom ウェビナーによるライブ配信 

にて質疑応答等を実施 

・受講者数  : 132 名 

 

Ⅴ．電気技術者の確保に資する事業等  

１．電気保安・電気工事業界の認知度向上・入職促進に向けた協議会 

(1) 概 要 

・ 電気保安・電気工事業界が中長期的に人材を確保することを目的に、業界 

  
JEAC4111 ｰ 2021 原子力安全のためのマネジメントシステム規程 実務コース講習会 
（オンデマンド配信画面）          （ライブ配信の様子） 



横断的な広報事業を行うため、業界 8 団体により運営。（本会は事務局を担務） 

・ 協議会が運営するウェブサイト｢Watt Magazine」を通して、電気に関心が 

無かった高校生以上のこれから就職する若者と、その保護者を主なターゲット

として、当業界の認知度向上に繋げることを目指す。 

(2) 活動状況 

・ ウェブサイト｢Watt Magazine」を女性にも興味を持ってもらえるような色使

いに変更し、情報をより見やすく、探しやすくするために全面的なリニューア

ルを実施。さらに電気業界に関連した、視聴者が参加可能な各種イベント情報

も掲載できるように見直し。 

・ ｢Watt Magazine」のリニューアルに合わせてチラシを見直し、全国の工業高

校へ配付を実施。 

・ 電気新聞とのコラボにより、電気新聞記者による取材記事の掲載や電気新聞

に｢Watt Magazine」の広告を掲載。 

・電気主任技術者と電気工事士の仕事体験イベント「電流ジョブトライアル」や

「新豊洲変電所」の見学会を電験倶楽部と共同開催。 

・令和 6 年度は賛助会員（協議会の運営に協力していただける法人）として、2

社の入会があり、合計 13 社の賛助会員企業様にご協力をいただいている状況。 

 

「Watt Magazine」のチラシ 



２．電気主任技術者を対象とした職業紹介事業 

(1) 概 要 

・ 電気主任技術者を対象とした有料職業紹介事業は、令和元年度の事業開始か

ら 6 年目を経過。ネット検索からの申し込みも増え、求職者・求人企業ともに

登録数が増加。一方で、職業紹介事業者の参入が進み競争が激化。 

(2) 活動状況 

・ 令和 7 年 3 月末時点の電気主任技術者の累計登録者数は 800 名以上、求人企

業の新規登録は年間 100 社。過去に紹介実績のある企業より再度の紹介依頼も

増加。 

・ 紹介手数料単価を引き上げたものの、成約数は前年度を下回り、わずかに収

益目標に未達。成約効果が高い「現場見学会」は目標回数を達成。人材不足の

一方で求職者の内定辞退なども見受けられ、新たに参入した事業者との競争が

激化。 

・ 本部単独の運営体制のもと、重点エリア(関東、中部、関西)を中心に対応。

同時に遠方についてはリモート説明会、同行なしの見学会を実施。 

・ 重点エリア外については、他の職業紹介事業者との提携（アライアンス）に

向けて準備・調整を実施。 

３．原子力工学大学院博士課程奨学制度 

(1) 概 要 

・ わが国の大学原子力工学部門の教育・研究の充実に寄与することを目的とし

て、平成 13 年度より博士後期課程学生を対象に奨学金を 2年間支給。 

(2) 活動状況 

・ 令和 6年度奨学生 3名に対し 4月 3日に贈呈式を開催。 

・ 令和 6年度までの実績：延べ 108 名。 

・ 2 月 14 日、選考委員会（委員長 大橋 弘忠 東京大学名誉教授）を開催（Web

出席者を含む）し、令和 7年度奨学生の選考を行い、4名の奨学生を決定。 

４．地域の特徴を捉えた次世代を担う若年層の教育 

(1) 概 要 

・ 各支部において、若年層を対象に教育活動を実施。 

(2) 活動状況 

・ 北海道支部：北海道教育委員会や実業高校・関係専門学校と連携し、電気科

教員向け講習会、電気関係資格受験を目指す生徒への講習会等を基金事業とし

て無料実施。 

・ 中部支部：「電気の魅力を伝える特別講座」（会員企業の若手社員に高校で講

演いただく活動）を実施。うち 2 校は地下発電所及び給電制御所の見学を実施。 

・ 関西支部：第三種電気主任技術者試験受験対策講習会の受講料無料のモニタ

ーとして工業高校の生徒を募集。 



・ 四国支部：高校在学中（高専は 1 年生から 3 年生の間）に第三種電気主任技

術者試験に合格した生徒を対象とした表彰施策を開始。 

・ 中国支部：小学生を対象とする書写コンクール（電気に因んだ書写作品を募

集）を実施。また、書写コンクールへ応募した児童及びその保護者を対象とし

た電気施設見学会を実施。 

 

Ⅵ．新 聞 事 業  

１．電気新聞の発行 

(1) 概 要 

・ エネルギー基本計画、BWR運転再開などの主要テーマについて、「大きな流れ」、

「詳細な報道」を意識した報道を遂行。 

・ メールマガジン、ホームページのリニューアルを実施し、情報発信のプラッ

トフォーム整備を具体化。 

(2) 活動状況 

・ 12 月に東北電力㈱女川原子力発電所 2号機、1月に中国電力㈱島根原子力発

電所 2号機と BWR プラントが相次ぎ営業運転を再開。現地取材などを交え再稼

働・運転再開の様子を詳報。女川原子力発電所 2号機の起動時には号外を発

行。また、2月に「新・原子力考」第二部として「女川再出発」「島根・新た

な起点」を連載。 

・ 第 7次エネルギー基本計画が 2月に閣議決定され、解説メモや関係閣僚のコ

メントを交えて詳報。原案が提示された 12 月には１面で「第７次エネ基を読

む」と題した解説記事をシリーズ掲載。 

・ 10 月、石破内閣が発足。エネルギー政策を軸に新政権の陣容を紹介するとと

もに、岸田内閣が推進した原子力政策の立て直し、積み残された電力システム

改革再評価など、エネルギーを巡る諸課題に新政権がいかに臨むべきかを提起

する解説記事を掲載。 

・ 前年度に続き取材記者の海外派遣を積極的に実施。令和 6 年度はオランダ・

ベルギー、ラオス、ドバイ、フランス、スウェーデン・スイス、オーストラリ

アへの派遣を実現。 

・ デジタルメディアを活用した情報発信の充実に向けて、新プラットフォーム

の検討を具体化。4 月にメールマガジンのデザインを写真や図を豊富に使った

ものに一新。2 月にはウェブサイトを刷新。令和 7 年度上期の電子版「電気新

聞デジタル」更新に向けた作業を進行。紙面刷新についても検討を開始。 



 
リニューアルしたホームページ 



２．購読・広告事業 

(1)概 要 

・ 購読は、期初に大口読者 2 社の大幅な部数回復を獲得。年度を通じて部数の

増減があったものの、この期初の増部を概ねキープ。 

・ 広告は、電力系電気工事会社創立 80 周年の特集・広告や、日本電気協会社員

総会（札幌）カラー別刷り特集などにより、収益は前年度実績を上回る成果。 

(2)活動状況 

・ 購読は、働き方改革などにより、本紙から電子版への変更が加速。また新規

インターネット広告により電子版試読が伸びるなど拡販に寄与。配送は、10

月に大阪から陸送していた北陸の富山県・石川県向けを羽田からの空輸に変更

するなど、引き続き全国的な配送網の縮小に対応。 

・ 広告は、電工 80 周年や電気協会札幌総会ほか、電力グループ企業や一般企業

の記事体広告を獲得するなど、総支局を中心に売り上げが堅調に推移。東京本

部もヒートポンプのシリーズ特集や、新規顧客の広告出稿、広告出稿実績のあ

る顧客による特集の獲得などに注力。 

３．セミナー事業 

(1)概 要 

・ 5 年ぶりに海外視察団を再開し、豪州の蓄電池事業者などを訪問。「高校生が

競う Energy Pitch!」、「電気新聞フォーラム」も着実に実施。6 年ぶりに開催

した福島復興セミナーも好評。電気事業連合会からの受託事業や各種展示会の

ブース設営支援も収益に貢献。 

(2)活動状況 

セミナー名 開催日 受講者数等 

電気新聞フォーラム 2024 

「電力ビジネスの将来像を探る」 
9 月 12 日 約 330 人 

下北原子力セミナー 10 月 16 日～18 日 28 人 

第 6 回「高校生が競う EnergyPitch!」 12 月 14 日、15 日 10 校 

海外視察団（オーストラリア） 1 月 18 日～25 日 17 人 

福島復興セミナー 3 月 5日～7 日 20 人 

４．出版事業 

(1)概 要 

・ 出版事業は、定期刊行物の値上げが収益を下支え。受託刊行物は計画的に発

行を進めつつ、スポット案件にも対応。自主刊行物は冊子 3 冊、書籍 2 冊を発

行。また、例年発行する冊子「でんきを知るガイドブック」の解説動画を制作。

e ラーニング教材としてプラットフォーム「Udemy-Business」を通じた販売を

実施。 



(2)活動状況 

・ 「エネログ」（電気事業連合会）は年間 6 回、「電気と保安」（（一財）関東電

気保安協会）、「月刊省エネルギー」（（一財）省エネルギーセンター）は計画通

り発行。「Fuku まる」（東北エネルギー懇談会）は 10 月に発行。スポット案件

として本紙特集の冊子化（ヒートポンプ・蓄熱センター）を受託。 

・ 定期刊行物は「電力人事」、「電力役員録」を値上げしたものの部数影響は微

減にとどまる結果。自主刊行物は定番冊子 3 冊「原子力 NEWS がわかる 2024」

「かがく探究ヒント BOOK2024」、「でんきを知るガイドブック 2025」、新刊書籍

2 冊「電力マーケティング〜その本質と未来〜」、「ＥＶ×グリッド革命」を発

行。 

５.新聞部主催行事 

(1)第 71 回「電気のある生活」写真賞 

① 概 要 

・ 電気記念日(3月 25 日)のイベントの一環として、電気に何らかの形で関わる

写真を広く一般から募集。若年層向けの賞を新設して応募者増を実現。 

② 活動状況 

・ 応募者・応募点数：734 人、2,264 点（前回 530 人、1,483 点） 

・ 受賞者：最優秀賞 1 点、特選 1 点、準特選 2 点、入選、奨励賞各 20 点を選

定。このほか小学生、中学生、高校生を対象にした特別賞(今回新設)として

金賞 1 点、銀賞 2 点、銅賞 10 点を選定。入賞作品は 3 月 25 日付発行の別刷

りカラーグラビアとホームページで紹介。 

  

「でんきを知るガイドブック 2025」 「ＥＶ×グリッド革命」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)エネルギー教育支援事業 

① 概 要 

・ エネルギー教育に意欲的な学校を費用面から支援する「エネルギー教育支援

事業」（「エネルギー教育賞」の後継事業として令和 3年度に開始）を令和 6

年度も実施。 

② 活動状況 

・ 日本エネルギー環境教育学会の特別協力を得て募集活動を展開。12月に開催

した選考委員会において、小学校、中学校、高校・高専合わせて 15 校を選定

し、令和 7年度の活動費として各校に 15 万円を助成。 

 

Ⅶ．そ の 他 

１．第 103 回社員総会 

・社員総会の実施 

開催日：6月 6日 

会 場：京王プラザホテル札幌 

      2 階「エミネンスホール」 

（議決権総数 15,042 個のうち、 

有効議決権数 12,584 個 83.7％） 

<議題> 

第 1 号議案 令和 5年度事業報告および決算の承認の件 

第 2号議案 役員選任の件 

以上 2議案は原案どおり承認され議決。 

<報告事項> 

1．令和 6年度 事業計画および予算について 

 

 

「電気のある生活」写真賞最終審査の様子 

 
第 103 回社員総会 



<関連行事> 

○ 講演会 「ストーリーのあるプロデュース 
～北海道における人づくり、モノづくり、地域づくり～」 

         伊藤 亜由美 氏〔株式会社クリエイティブオフィスキュー 

代表取締役・プロデューサー〕 

２．役 員 会 

(1) 理事会の開催 

次のとおり理事会を開催し、各議案について議決。 

○ 5 月理事会（5月 14 日)  於：本会会議室 

<議案> 

第 1 号議案 令和 5年度事業報告および決算 

第 2号議案 役員候補者選任の件 

第 3号議案 第 103 回社員総会開催について 

<報告事項> 

1．代表理事および業務執行理事の職務執行状況について 
○ 6 月理事会（6月 6日)  於：京王プラザホテル札幌 2 階「クローバールーム」 

<議案> 

第 1 号議案 副会長の選定 

第 2号議案 参与の選任 

第 3号議案 支部会長の選任 

○ 11 月理事会（11 月 20 日)  於：本会会議室 

<議案> 

第 1 号議案 令和 6年度上期事業報告および会計報告 

第 2号議案 参与の選任 

第 3号議案 役員推薦委員会の設置 

<報告事項> 

1．社員総会の地方開催について 

2. 代表理事および業務執行理事の職務執行状況について 
○ 3 月理事会（3月 12 日）於：本会会議室 

<議案> 

第 1 号議案 令和 7年度事業計画および予算 

第 2号議案 業務組織の改編について 

第 3号議案 参与の選任 

<報告事項> 

1．役員推薦委員会における次期役員候補者選任検討状況について 

(2) 参与会の開催 

次のとおり参与会を開催し、事業運営等について報告。 

○ 第 21回参与会（6月 6日) 於：京王プラザホテル札幌 2階「ローズルーム」 

<議題> 

① 「昨今の事業環境変化への本会の対応」 



      ② 「電気新聞の今後の事業展望」 

○ 第 22 回参与会（12 月 10 日)  於：本会会議室 

<議題> 

① 「電気関係業界の課題に対する本会の取り組み」 

② 「新聞部の多様な情報発信の取り組みについて」 

(3) 理事の選任 

  6 月 6 日開催の第 103 回社員総会で次のとおり理事を選任。 

                           （敬称略） 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

近藤 史郎 
一般社団法人日本電機工業会 会長 
（富士電機株式会社 代表取締役社長 COO） 

(4) 参与の選任（期中交代） 

6・11・3 月理事会で次のとおり参与を選任。 

（敬称略） 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

宮本 喜弘 四国電力株式会社 取締役常務執行役員 

加藤  功 一般社団法人原子力安全推進協会 理事長 

中西 宏典 一般財団法人発電設備技術検査協会 理事長 

成瀬 卓也 一般財団法人電気工事技術講習センター 理事長 

文挾 誠一 一般社団法人日本電設工業協会 会長 

増井 秀企 一般社団法人日本原子力産業協会 理事長 

森平 英也 一般社団法人日本電線工業会 会長 

金田  浩 株式会社東芝 常務執行役員 

(5) 支部会長の選任 

6 月 6 日開催の理事会で次のとおり支部会長を選任。 

  （敬称略） 

支部名 氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

四国支部会長 長井 啓介 四国電力株式会社 取締役社長 社長執行役員 

３．支部大会 

10 支部が 5月中に開催。各支部にて懇親会まで開催。 

支部名 開催日 会場 

北海道支部 5 月 28 日 札幌市・札幌グランドホテル 



支部名 開催日 会場 

東北支部 5 月 22 日 新潟市・ホテルオークラ新潟 

関東支部 5 月 30 日 東京都・KKR ホテル東京 

中部支部 5 月 23 日 名古屋市・名古屋東急ホテル 

北陸支部 5 月 27 日 富山市・北電ビル 

関西支部 5 月 27 日 大阪市・中央電気倶楽部 

中国支部 5 月 20 日 広島市・ANA クラウンプラザホテル広島 

四国支部 5 月 30 日 高知市・ザ クラウンパレス新阪急高知 

九州支部 5 月 24 日 福岡市・ホテルニューオータニ博多 

沖縄支部 5 月 29 日 那覇市・沖縄ハーバービューホテル 

４．行 事 等 

(1) 電気関係新年賀詞交歓会 

（一社）電気倶楽部との共催で1月 8日に東京都・ホテルニューオータニにお

いて開催。コロナ禍で制限・減少していた来場者数の回復を図り、招待者枠を拡

大するとともに随行者数の制限を撤廃。来賓の武藤容治経済産業大臣をはじめ、

電気事業関係者等、約 700 名が参加。 

  

電気関係新年賀詞交歓会 

(2) エジソン彰徳会 

エジソン翁の遺徳を偲び、10 月 18 日 

石清水八幡宮境内(京都府八幡市)の  

エジソン記念碑前において、ジェイソ

ン ・ R・クーバス総領事、トラビス・

ホール政治経済担当領事ほか駐大阪・

神戸米国総領事館関係者、西禰宜ほか

石清水八幡宮関係者、貫理事長、白銀

副理事長、藤顧問が出席し、碑前祭を

実施。 
エジソン記念碑 碑前祭 



５．不動産事業 

(1) 本会テナント状況 

有楽町電気ビル北館の本会区分所有分(約 7,800 ㎡)のうち、事務所使用分を 

除く約 5,387 ㎡を賃貸。3月末時点の空室率は 10.3％。 

令和 6年度は、6件の入居・4件の退居が発生。入退居は下表のとおり。 

令和 6 年度入退去テナント 

 契約締結日・解約日 階数・平米数 摘  要 

入居 令和 6 年 6 月 25 日 6 階・377.86 ㎡ 株式会社 Financial Academy 

入居 令和 6 年 7 月 31 日 地下 1 階・31.66 ㎡ 株式会社ダイナック 

入居 令和 6 年 8 月 8 日 6 階・107.99 ㎡ 株式会社テクノロジーOne 

入居 令和 6 年 8 月 22 日 6 階・289.45 ㎡ 株式会社インソース 

入居 令和 6 年 9 月 30 日 6 階・187.59 ㎡ 株式会社島田商会 

入居 令和 6 年 11 月 27 日 5 階・175.18 ㎡ 東宝株式会社 

退居 令和 6 年 4 月 30 日 6 階・854.44 ㎡ 日鉄テクノロジー株式会社 

退居 
(減床) 

令和 6 年 6 月 30 日 5 階・175.18 ㎡ 九電みらいエナジー株式会社 

退居 令和 6 年 8 月 31 日 6 階・107.99 ㎡ 株式会社デルタエンジニアリング 

退居 令和 7 年 2 月 28 日 7 階・197.23 ㎡ 監査法人ナカチ 

(2) 名古屋・広島・福岡物件賃貸状況 

戸建物件（名古屋 2棟、広島 1棟、福岡 1棟）の賃貸事業は、全て契約中。 

令和 7 年 3 月末時点における月極駐車場の契約状況は、名古屋駐車場 16 台中

16 台、広島駐車場 6台中 6台。 

６．事業の再編（本部組織の見直し） 

本部各部の事業を再編・統合し、業務効率化、収支改善に向けた体制強化を令

和 6年 7月以降段階的に以下のとおり実施。 

・ 「事業構造改革検討委員会」（常務理事、各部長、関係チームリーダーで構

成）を設置し、本部の事業や業務につき、業務内容・仕事の進め方・収支構

造等を再度把握するとともに、より収益性を考慮に入れながら、改革の方向

性を打ち出し。（対象事業：出版事業、講習事業、技術規格類の編集・校正業

務、人材事業） 



・ 技術規格類の編集・校正業務を事業推進部から技術部へ移管し、技術規格類

の制作から商品完成までの一貫体制を構築。 

・ 電気保安・電気工事業界の認知度向上・入職促進に向けた協議会、澁澤賞、

原子力奨学金の各業務を総務部から事業推進部へ移管し、事業推進部を「人

材確保・育成事業」に特化させることで、体制を強化。 

・ 不動産業務を事業推進部から総務部へ移管し、事業戦略の再構築に着手。 

事業推進部内に「販売センター」を設置し、技術規格類の紙書籍・電子書籍の

販売窓口を一元化。（これまで技術規格類の電子化導入や営業活動を担っていた

「技術規格電子化プロジェクトチーム」は廃止。） 

７．ランサムウェア攻撃への対応 

(1) 本部会計システム・会員管理システムの本格復旧 

令和 5 年 12 月 15 日に発生したランサムウェア攻撃により本部の会計システム

と会員管理システムが利用不能となったが、会計システムについては令和 6 年 7

月に支部を含め本復旧。また、会員管理システムについては令和 7 年 1 月に新シ

ステムの一部運用を開始。さらに、請求書発行など優先度の高い業務から順次対

応し、本格運用に向け検証・実装。令和 7 年度早期の本格運用を目指し、引き続

き支部と連携しながら対応。 

(2) 新聞部で発生したランサムウェア攻撃への対応 

令和 6 年 11 月 14 日に新聞部の業務管理システムがランサムウェア攻撃により

利用不能。「ランサムウェア攻撃対策本部」を設置し、外部専門機関の協力のも

と原因の特定、被害状況の把握を行うとともにシステムの復旧作業を実施。 

・ ランサムウェア攻撃であることから、情報の流出は否定できないものの、関

係各所からの被害報告無し。 

・ 業務管理システムは令和 6 年 12 月に復旧。また、新聞制作のシステムは被

害を受けたシステムとは別であり、電子版を含めた新聞の発行業務への影響

無し。 

・ 個人情報保護委員会の審査は終了しており、特段の指導はなかったが、最終

報告書記載の再発防止策（バックアップを別環境に保管、セキュリティ監視

の強化など）を徹底するよう通知を受領。 

ランサムウェア攻撃による被害が連続したことから、新聞部被害の原因調査結

果や既存システムの再点検を踏まえ、セキュアな環境の再構築を図るとともに、

個々人のセキュリティリテラシー向上のため継続して教育サービスを実施。 

８．会員の状況 

法人正会員は合併等により、個人正会員は各社の役員改選、人事異動およびご

逝去による自然減等により、法人会員は支店の統廃合等によりそれぞれ減少しま

した。 

 



会員の種別 令和 6年 4 月 1日 令和 7年 3 月 31 日 増 減 

法人正会員 1,433 社 1,424 社 △9 社 

個人正会員 1,397 名 1,365 名 △32 名 

正会員計 2,830 2,789 △41 

法人会員       715 事業所       699 事業所 △16 事業所 

会員計 3,545      3,488 △57 

 

以上 

  



＜資 料＞ 

別表‐1 令和 6年度 日本電気技術規格委員会 審議実績 

№ 依頼元 
JESC 

番号 
案件の件名 区分 JESC 承認 

1 火力専門部会 T4001 
「小型汎用蒸気タービンの自己潤滑方式

軸受潤滑装置」の廃止 

引用 

規格 

第 124 回 JESC 

(6 月 27 日) 

2 火力専門部会 T0001 「火力発電所の耐震設計規程」の改定 
引用 

規格 

第 124 回 JESC 

(6 月 27 日) 

3 配電専門部会 E2007 
「35kV 以下の特別高圧用機械器具の施

設の特例」の確認 

引用 

規格 

第 124 回 JESC 

(6 月 27 日) 

4 配電専門部会 E2008 
「35kV 以下の特別高圧地上電線路の臨

時施設」の確認 

引用 

規格 

第 124 回 JESC 

(6 月 27 日) 

5 配電専門部会 E2011 
「35kV 以下の特別高圧電線路の人が常

時通行するトンネル内の施設」の改定 

引用 

規格 

第 124 回 JESC 

(6 月 27 日) 

6 送電専門部会 E2001 「支持物の基礎自重の取り扱い」の確認 
引用 

規格 

第 125 回 JESC 

(8 月 26 日) 

7 送電専門部会 E2012 
「170kV を超える特別高圧架空電線に関

する離隔距離」の確認 

引用 

規格 

第 125 回 JESC 

(8 月 26 日) 

8 送電専門部会 E2014 
「特別高圧電線路のその他のトンネル内

の施設」の改定 

引用

規格 

第 125 回 JESC 

(8 月 26 日) 

9 送電専門部会 E0008 「架空送電規程」の改定 
民間

規格 

第 125 回 JESC 

(8 月 26 日) 

10 発変電専門部会 E0012 
「変電所等における防火対策指針」の一

部改定 

民間

規格 

第 125 回 JESC 

(8 月 26 日) 

11 
発変電専門部会／

送電専門部会 
E7001 「電路の絶縁耐力の確認方法」の改定 

引用 

規格 

第 125 回 JESC 

(8 月 26 日) 

12 配電専門部会 E6008 

「車両の往来が無く、人が常時通行する

ことを想定しない山地に施設する高圧地

上電線路」の制定 

引用 

規格 

第 125 回 JESC 

(8 月 26 日) 

13 

電気設備技術基準

関連規格等調査委

員会 

－ 
JIS C 8918(2023)「結晶系太陽電池モジ

ュール」 

引用 

規格 

第 126 回 JESC 

(12 月 16 日) 

14 

電気設備技術基準

関連規格等調査委

員会 

－ 
JIS C 8939(2023)「薄膜太陽電池モジュ

ール」 

引用 

規格 

第 126 回 JESC 

(12 月 16 日) 

15 

電気設備技術基準

関連規格等調査委

員会 

－ 

JIS C 61558-2-6(2024)「変圧器,リアク

トル,電源装置及びこれらの組合せの安

全性－第 2-6 部：一般用の安全絶縁変圧

器及び安全絶縁変圧器を組み込んだ電源

装置の個別要求事項及び試験」 

引用 

規格 

第 126 回 JESC 

(12 月 16 日) 

16 

電気設備技術基準

関連規格等調査委

員会 

－ 
JIS C 3010(2019)「電線及び電気温床線

の安全に関する要求事項」 

引用 

規格 

第 126 回 JESC 

(12 月 16 日) 

17 需要設備専門部会 E0013 「高圧受電設備規程」の改定 
民間 

規格 

第 127 回 JESC 

(2 月 18 日) 

18 情報専門部会 Z0004 
「電力制御システムセキュリティガイド

ライン」の改定 

民間 

規格 

第 127 回 JESC 

(2 月 18 日) 

19 情報専門部会 Z0003 
「スマートメーターシステムセキュリテ

ィガイドライン」の改定 

民間 

規格 

第 127 回 JESC 

(2 月 18 日) 



№ 依頼元 
JESC 

番号 
案件の件名 区分 JESC 承認 

20 
CFAA 企画運営委員

会 
T0010 

「燃料アンモニア地上式貯槽指針（メン

ブレン式アンモニア貯槽）」の制定につ

いて 

引用 

規格 

第 127 回 JESC 

(2 月 18 日) 

21 系統連系専門部会 E0019 「系統連系規程」の改定 
民間 

規格 

第 127 回 JESC 

(2 月 18 日) 

（凡例）依頼元   ：依頼した民間規格作成機関 
JESC 番号：JESC 規格の番号 

区分     ：・「民間規格」は民間規格作成機関が作成した規格 

・「改正要請」は国の基準の改正要請 

・「引用規格」は国の基準への引用規格 

別表‐2 日本電気技術規格委員会から国へ要請し、令和 6年度に国で改正が行われたもの 

№ 依頼元 件 名 関連基準 
JESC 

承認日 
要請日 改正日 

1 
送電専門

部会 

JESC E2002「特別高圧架

空電線と支持物等との離

隔の決定」 

電技解釈 

第 89 条 

令和 5 年 

8 月 31 日 

令和 6 年 

1 月 5 日 

令和 6 年 

10 月 22 日 

2 
送電専門

部会 

JESC E2017「免震建築物

における特別高圧電線路

の施設」 

電技解釈 

第 132 条 

令和 5 年 

8 月 31 日 

令和 6 年 

1 月 5 日 

令和 6 年 

10 月 22 日 

3 

電気設備技

術基準関連

規格等調査

委員会 

JIS C 3503「CATV 用（給

電兼用）アルミニウムパ

イプ形同軸ケーブル」 

電技解釈 

第 9 条 

令和 5 年 

12 月 11 日 

令和 6 年 

3 月 22 日 

令和 6 年 

10 月 22 日 

4 

電気設備技

術基準関連

規格等調査

委員会 

JIS C 1736-1「計器用変

成器（電力需給用）－第

1 部：一般仕様」 

電技解釈 

第 16 条 

令和 5 年 

12 月 11 日 

令和 6 年 

3 月 22 日 

令和 6 年 

10 月 22 日 

5 

電気設備技

術基準関連

規格等調査

委員会 

JEC-2374「酸化亜鉛形避

雷器」 

電技解釈 

第 16 条 

令和 5 年 

12 月 11 日 

令和 6 年 

3 月 22 日 

令和 6 年 

10 月 22 日 

6 

電気設備技

術基準関連

規格等調査

委員会 

JIS C 8201-4-1「低圧開

閉装置及び制御装置－第

4-1 部：接触器及びモー

タスタータ：電気機械式

接触器及びモータスター

タ」 

電技解釈 

第 33 条 

令和 5 年 

12 月 11 日 

令和 6 年 

3 月 22 日 

令和 6 年 

10 月 22 日 

7 

電気設備技

術基準関連

規格等調査

委員会 

JIS A 1108「コンクリー

トの圧縮強度試験方法」 

電技解釈 

第 56 条 

令和 5 年 

12 月 11 日 

令和 6 年 

3 月 22 日 

令和 6 年 

10 月 22 日 

8 

電気設備技

術基準関連

規格等調査

委員会 

JIS G 3114「溶接構造用

耐候性熱間圧延鋼材」 

電技解釈 

第 57 条 

令和 5 年 

12 月 11 日 

令和 6 年 

3 月 22 日 

令和 6 年 

10 月 22 日 

9 

電気設備技

術基準関連

規格等調査

委員会 

JIS C 3005「ゴム・プラ

スチック絶縁電線試験方

法」 

電技解釈 

第 79 条 

令和 5 年 

12 月 11 日 

令和 6 年 

3 月 22 日 

令和 6 年 

10 月 22 日 



別表‐3 令和 6年度に検討した原子力を除く規程・指針 

規格番号 規格名称 
JEAC3605 「火力発電所の耐震設計規程」 
JEAC3708 「燃焼設備規程」 

JEAC3709 「液化ガス設備規程」 

JEAC5001 「発変電規程」 

JEAC5005 「風力発電規程」 

JEAC5006 「電力貯蔵用電池規程」 

JEAG5002 「変電所等における防火対策指針」 

JEAG5005 「風力発電設備の定期点検指針」 

JEAC6001 「架空送電規程」 

JEAC8011 「高圧受電設備規程」 

JEAC8071 「低圧電路に使用する自動しゃ断器の必要なしゃ断容量」 

JEAG8101 「低圧電路地絡保護指針」 

JEAC9701 「系統連系規程」 

JEAG9702 「高調波抑制対策技術指針」 

JEAG1101 「スマートメーターシステムセキュリティガイドライン」 

JEAG1111 「電力制御システムセキュリティガイドライン」 

別表‐4 令和 6年度 原子力規格委員会 審議実績 

規格番号 規格名称 

JEAC4216 「フェライト鋼の破壊靭性参照温度 To 決定のための試験方法」改定案 

JEAG4225 「原子燃料に係る臨界安全管理指針」改定案 

JEAC4622 「原子力発電所中央制御室等の事故時居住性に係る被ばく評価に関する規程」改定案 

JEAG4102 「原子力発電所の緊急時対策指針」改定案 

JEAC4209 「原子力発電所の保守管理規程」改定案 

JEAG4210 「原子力発電所の保守管理指針」改定案 

JEAG42XX 「原子力発電所における炉心管理指針」制定案 

JEAC4001 「原子燃料管理規程」改定案 

JEAC4615 「原子力発電所放射線遮蔽設計規程」改定案 

JEAG4601-2015 
[2016 年追補版] 

「原子力発電所耐震設計技術指針 重大事故等対処施設編（基本方針）」改定案 

JEAC4629 「原子力発電所耐津波設計技術規程」改定案 

JEAG46XX 「津波外力関連指針」制定案 

別表‐5 令和 6年度に発行した原子力関係の規程・指針 

規格番号 規格名称 

JEAG4623 「原子力発電所の安全機能,重大事故等に対処する機能を有する電気・計装品の耐環

境性能の検証に関する指針」 

JEAC4804 「原子力発電所運転責任者の判定に係る規程」 

JEAC4201 「原子炉構造材の監視試験方法」追補版 

別表‐6 令和 6年度 原子力関係の公衆審査の実績 

規格番号 規格名称 

JEAG4623 「原子力発電所の安全機能,重大事故等に対処する機能を有する電気・計装品の耐環

境性能の検証に関する指針」 

JEAC4201 「原子炉構造材の監視試験方法」追補版 

JEAC4804 「原子力発電所運転責任者の判定に係る規程」 



JEAC4624 「原子力発電所の中央制御室における誤操作防止の設備設計に関する規程」 

JEAG4617 「原子力発電所のヒューマンマシンインタフェースの開発及び設計に関する指針」 

JEAG4641 「原子力発電所における設計・開発に人間工学を体系的に適用するための指針」 

JEAG4225 「原子燃料に係る臨界安全管理指針」 

別表‐7 原子力規制委員会が規則解釈等に引用している原子力関係の規程・指針 

規格番号 規格名称 
JEAC4111-2009 「原子力発電所における安全のための品質保証規程」 
JEAC4201-2007 「原子炉構造材の監視試験方法」 
JEAC4201-2007 「原子炉構造材の監視試験方法」（2010 年追補版） 
JEAC4201-2007 「原子炉構造材の監視試験方法」（2013 年追補版） 
JEAC4203-2008 「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」 
JEAC4206-2007 「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法」 
JEAC4207-2008 「軽水型原子力発電所用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規程」 
JEAC4207-2012 「軽水型原子力発電所用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規程」 

JEAG4208-2012 
「軽水型原子力発電所用蒸気発生器伝熱管の供用期間中検査における過流探傷試験指

針」 
JEAC4209-2007 「原子力発電所の保守管理規程」 
JEAG4217-2010 「原子力発電所用機器における渦電流探傷試験指針」 
JEAC4605-2004 「原子力発電所工学的安全施設及びその関連施設の範囲を定める規程」 
JEAG4609-2008 「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性確認に関する指針」 
JEAG4609-2020 「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性確認に関する指針」 
JEAC4615-2008 「原子力発電所放射線遮へい設計規程」 
JEAC4620-2008 「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程」 
JEAC4620-2020 「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程」 
JEAG4607-2010 「原子力発電所の火災防護指針」 
JEAC4626-2010 「原子力発電所の火災防護規程」 

別表‐8 技術関係会議 開催回数 

委員会 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

日本電気技術規格委員会 4 4 4 

民間規格等制改定プロセス評価委員会 2 2 3 

外部評価機関 1 1 1 

専門部会 

水力専門部会 12 2 1 

火力専門部会 31 39 40 

発変電専門部会 10 17 19 

送電専門部会 23 20 14 

配電専門部会 8 9 15 

需要設備専門部会 16 20 25 

系統連系専門部会 19 22 24 

高調波抑制対策専門部会 9 8 1 



委員会 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

情報専門部会 0 2 6 

原子力関係 

原子力規格委員会 本委員会 4 4 4 

原子力規格委員会 分科会 16 16 22 

原子力規格委員会 検討会 作業会等 185 162 181 

原子力関連学協会規格類協議会 4 4 4 

電気用品調査委員会 20 29 22 

合   計 364 361 386 

別表-9 電気用品の技術基準の解釈別表第 12 への整合規格採用要望規格 

審議委員会 技術基準解釈別表 12 への採用要望規格 
第 120 回 

電気用品調査委員会 

（令和 6.7.22） 

JIS C 8281-2-1（2024） 

家庭用及びこれに類する用途の固定電気設備用スイッチ 

－第 2-1 部：電子スイッチの個別要求事項 

JIS C 8715-2（2024） 

産業用リチウム二次電池の単電池及び電池システム 

－第 2部：安全性要求事項 

JIS C 61558-1（2019）+追補1（2024） 

変圧器，リアクトル，電源装置及びこれらの組合せの安全性 

－第1部：通則及び試験 

JIS C 61558-2-1（2024） 

変圧器，リアクトル，電源装置及びこれらの組合せの安全性 

－第2-1部：一般用の複巻変圧器及び複巻変圧器を組み込んだ電源装

置の個別要求事項及び試験 

JIS C 61558-2-2（2024） 

変圧器，リアクトル，電源装置及びこれらの組合せの安全性 

－第2-2部：制御変圧器及び制御変圧器を組み込んだ電源装置 

の個別要求事項及び試験 

JIS C 61558-2-4（2024） 

変圧器，リアクトル，電源装置及びこれらの組合せの安全性 

－第 2-4 部：一般用の絶縁変圧器及び絶縁変圧器を組み込んだ電源装

置の個別要求事項及び試験 

JIS C 61558-2-6（2024） 

変圧器，リアクトル，電源装置及びこれらの組合せの安全性 

－第 2−6 部：一般用の安全絶縁変圧器及び安全絶縁変圧器を組み込ん

だ電源装置の個別要求事項及び試験 

JIS C 61558-2-13（2024） 

変圧器，リアクトル，電源装置及びこれらの組合せの安全性 

－第2−13部：一般用の単巻変圧器及び単巻変圧器を組み込んだ電源装

置の個別要求事項及び試験 

JIS C 61558-2-14（2024） 

変圧器，リアクトル，電源装置及びこれらの組合せの安全性 

－第2−14部：一般用の可変変圧器及び可変変圧器を組み込んだ電源装

置の個別要求事項及び試験 



審議委員会 技術基準解釈別表 12 への採用要望規格 
JIS C 61558-2-16（2024） 

変圧器，リアクトル，電源装置及びこれらの組合せの安全性 

－第2−16部：一般用のスイッチモード電源装電源装置用変圧器の個別

要求事項及び試験 

JIS C 9335-2-36（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2−36部：業務用電気レンジ，オーブン，こんろ及びこんろ部の個

別要求事項 

JIS C 9335-2-37（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-37部：業務用フライヤの個別要求事項 

JIS C 9335-2-38（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-38部：業務用電気グリドル及びグリドルグリルの個別要求事項 

JIS C 9335-2-39（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-39部：業務用多目的調理鍋の個別要求事項 

JIS C 9335-2-42（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-42部：業務用コンベクションオーブン、蒸し器及びスチームコ

ンベクションオーブンの個別要求事項 

JIS C 9335-2-47（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-47部：業務用電気煮炊き鍋の個別要求事項 

JIS C 9335-2-48（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-48部：業務用グリル及びトースタの個別要求事項 

JIS C 9335-2-49（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-49部：食品及び容器類用保温式業務用電気機器の個別要求事項 

JIS C 9335-2-50（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-50部：業務用湯せん器の個別要求事項 

JIS C 9335-2-64（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-64部：モータ駆動の業務用ちゅう（厨）房機器の個別要求事項 

第 121 回 

電気用品調査委員会 

（令和 6.11.25） 

JIS C 62841-2-1（2024） 

手持形電動工具，可搬形電動工具並びに芝生用及び庭園用電動機械の

安全性 

－第2-1部：手持形ドリル及び振動ドリルの個別要求事項 

JIS C 8147-2-13（2017）＋追補1（2024） 

ランプ制御装置 

－第2-13部：直流又は交流電源用LEDモジュール用制御装置の個別要

求事項 

JIS C 8105-2-4（2024） 

照明器具 

－第2-4部：一般用移動灯器具に関する安全性要求事項 

JIS C 9300-10（2024） 

アーク溶接装置 



審議委員会 技術基準解釈別表 12 への採用要望規格 
－第10部：電磁両立性（EMC）要求事項 

第 122 回 

電気用品調査委員会 

（令和 7.3.12） 

JIS C 9335-2-54(2024) 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-54部：液体又は蒸気利用表面掃除機器の個別要求事項 

JIS C 9335-2-67（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-67部：業務用床処理機の個別要求事項 

JIS C 9335-2-79（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 

－第2-79部：高圧洗浄機及びスチーム洗浄機の個別要求事項 

JIS C 8472（2025） 

ライティングダクト 

－照明器具用ダクトシステムの安全性要求事項 

 

JIS C 8122（2025） 

差込みランプソケット 

別表-10 電気用品の技術基準の解釈改正要望 

審議委員会 技術規準解釈改正案 

第 121 回 

電気用品調査委員会 

（令和 6.11.25） 

解釈別表第 10（雑音の強さ） 

・別表第十二に掲げる基準のうち配線器具（延長コードセットを除

く）、小形交流電動機（かご形三相誘導電動機を除く）、電熱器具、

電動力応用機械器具、光源及び光源応用機械器具（白熱電球を除

く）、電子応用機械器具、交流用電気機械器具並びに携帯発電機の

雑音の強さに該当する基準を適用するものとする。 

別表‐11 推奨及び登録認定機種数（形式） 

制度名 令和 4年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

キュービクル推奨 8 7 18 

キュービクル認定 94 121 130 

別表‐12 推奨及び登録認定機種数（個別） 

制度名 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

キュービクル推奨 1 0 0 

キュービクル認定 7 11 9 

別表‐13 銘板出荷台数（銘板交付枚数） 

制度名 令和 4年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

キュービクル推奨 49 39 61 

キュービクル認定 687 601 643 

別表‐14 各支部電気記念日行事 

支部名 

開催日・場所 
式典等内容 

北海道 表 彰 ・傘寿功労者表彰 



支部名 

開催日・場所 
式典等内容 

令和 7年 3月 25 日 

ニューオータニイン札幌 

    ・人材育成功労者表彰 

        ・電気関係事業考案者表彰 

記念講演 

 演 題 『笑顔で元気に！人生をもっと楽しむためのメンタル

ヘルス講座』 

 講 師 株式会社トキエノ代表取締役 （保健師、看護師、 

公認心理師）豊岡 萌絵 氏 

東 北 

令和 7年 3月 25 日 

江陽グランドホテル 

表 彰 ・傘寿功労者表彰の紹介 

記念講演 

 演 題 『「プロ野球選手からビジネスマンへ」～人生のビジョ

ンとモチベーション』 

 講 師 元プロ野球選手・解説者  江尻 慎太郎 氏 

関 東 

令和 7年 3月 25 日 

室町三井ホール＆カンフ

ァレンス 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

        ・従業員功績者表彰 

（満30年従事者表彰） 

（考案表彰） 

記念講演 

 演 題 『最新トレンドは ”ご機嫌な暮らし” 家電王が伝える

ウェルビーイング実現のカギとは？』 

 講 師 東京電力エナジーパートナー株式会社  

家電王 中村 剛 氏 

中 部 

令和 7年 3月 25 日 

名古屋東急ホテル 

表 彰 ・傘寿功労者 感謝状授与 

    ・永年従事功労者 表彰状授与 

    ・特別功績者 表彰状授与 

    ・叙勲受章者 祝品贈呈 

記念講演 

 講 師 野口 みずき 氏 

北 陸 

令和 7年 3月 25 日 

北陸電力株式会社本店ビ

ル 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

    ・優良電気工事業者表彰 

記念講演 

 演 題 『レンズ越しに見る彩り豊かな世界』 

 講 師 写真家 イナガキヤスト 氏 

関 西 

令和 7年 3月 25 日 

中央電気倶楽部 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

記念講演 

 演 題  『電力広域的運営推進機関の紹介と活動・成果の報告』 

 講 師 電力広域的運営推進機関 理事長  大山 力 氏 

中 国 

令和 7年 3月 25 日 

中国電力株式会社本社ビ

ル 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

    ・永年従事者表彰 

    ・優良電気工事店表彰 

    ・電気保安功労者表彰（予定） 

    ・澁澤賞受賞者への記念品贈呈 

その他 ミニコンサート 

四 国 

令和 7年 3月 25 日 

JR ホテルクレメント高松 

表 彰 ・傘寿功労者感謝状贈呈 

    ・電気保安功労者表彰 

記念講演 

 演 題 『大事なことから忘れなさい ～迷える心に効く三十

の禅の教え～』 

講 師 妙心寺退蔵院 副住職 松山 大耕 氏 



支部名 

開催日・場所 
式典等内容 

九 州 

令和 7年 3月 25 日 

ホテルニューオータニ 

博多 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

    ・電気関係業務従業員表彰 

     （発明考案/事故未然防止/永年従事功労） 

    ・祝賀演奏（九州電力吹奏楽部） 

記念講演  

 演 題 『スポーツと地域とエネルギーと』 

 講 師 スポーツジャーナリスト／大阪芸術大学教授 

  増田 明美 氏  

沖 縄 

令和 7年 3月 25 日 

沖縄ハーバービュー 

ホテル 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

    ・従業員功績者表彰 

 

 

別表‐15 令和 6 年度 発行図書 

種  類 図書名 

電 気 技 術 規

程・指針など 

(制定：1点 

改定：6 点) 

JEAC3605 

JEAC4201 

JEAG4623 

 

JEAC4804 

JEAC6001 

JEAC9701 

JEAG9702 

火力発電所の耐震設計規程 

原子炉構造材の監視試験方法[2024年追補版] 

原子力発電所の安全機能，重大事故等に対処する機能を有する 

電気・計装品の耐環境性能の検証に関する指針 

原子力発電所運転責任者の判定に係る規程 

架空送電規程 

系統連系規程 

高調波抑制対策技術指針 

専門図書ほか 

（年刊：2点 

  制定：1点 

改定：2 点） 

2024 年版 電気設備の技術基準とその解釈【年刊】 

2024 年版 電気関係法規【年刊】 

キュービクル式高圧受電設備推奨の手引き 

キュービクル式非常電源専用受電設備認定の手引き 

電力用規格 C-102 分割ポール 

別表-16 第一種電気工事士定期講習 実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別

実施方式 実施 修了者数 会場数 

集合講習 北海道 918 名 11 会場 

東 北 2,344 名 25 会場 

関 東 5,625 名 61 会場 

中 部 2,255 名 29 会場 

北 陸 713 名 7 会場 

関 西 3,189 名 31 会場 

中 国 891 名 10 会場 

四 国 489 名 6 会場 

九 州 2,066 名 21 会場 

沖 縄 210 名 2 会場 

小計 18,700 名 203 会場 

オンライン

講習 
随時方式 

本 部 
1,264 名 9 会場 

定時方式 1,251 名 21 会場 

 小計 2,515 名 30 会場 

 合 計 21,215 名 233 会場 



表-17  認定電気工事従事者認定講習 支部別実施状況 

支 部 下期 

修 了 者 数 会  場  数 
北海道 114 名 2 会場 

東 北 219 名 2 会場 

関 東 1,243 名 12 会場 

中 部 286 名 4 会場 

北 陸 75 名 1 会場 

関 西 500 名 4 会場 

中 国 130 名 1 会場 

四 国 120 名 1 会場 

九 州 298 名 3 会場 

沖 縄 47 名 1 会場 

合 計 3,032 名 31 会場 

別表-18 本部講師派遣講習会実施状況 

講 習 会 名 
北 
海 
道 

東 
北 

関 
東 

中 
部 

北 
陸 

関 
西 

中 
国 

四 
国 

九 
州 

沖 
縄 

合 
計 

内 線 規 程 41 

1 

41 

1 

82 

1 

110 

2 

33 

1 

37 

1 

23 

1 

45 

1 

54 

1 

20 

1 

468 

11 

高圧受電設備規程 21 

1 

33 

1 

57 

1 

94 

1 

40 

1 

33 

1 

33 

1 

46 

1 

23 

1 

13 

1 

393 

10 

電気設備 
技術基準・解釈 

30 

1 

40 

1 

40 

1 

87 

1 

34 

1 

22 

1 

33 

1 

46 

1 
42 

1 

17 

1 

391 

10 

系統連系規程 ― 
36 

1 

39 

1 

58 

1 

20 

1 
― ― ― 

23 

1 
― 

166 

5 

自家用電気工作物 
保安管理規程 

13 

1 
― ― 

58 

1 
― ― ― ― 

29 

1 
― 

100 

3 

系統現象・保護協調 20 

1 
― ― 

76 

1 

32 

1 

21 

1 
― 

39 

1 
49 

1 
34 

1 
271 

7 

系統現象技術 ― ― 
61 

1 
― ― ― ― ― ― ― 

61 

1 

合  計 107 

5 

150 

4 

279 

5 

483 

7 

159 

5 

113 

4 

89 

3 

176 

4 

210 

6 

84 

4 

1,850 

47 

※上段：受講者数（名）、下段：開催数（回） 

 
 



（単位：百万円）

1.経常増減の部

(1)経常収益

事業収益 3,862      3,852      10          

新聞事業収益 2,343      2,280      63          

不動産事業収益 601        667        △65        

受託事業収益 171        210        △38        

出版事業収益 150        141        8           

その他事業収益 596        553        42          

受取会費等 244        246        △1         

資産収益・その他 408        297        110         

経常収益計 4,516      4,396      119         

(2)経常費用

事業費 3,825      3,512      312         

管理費 448        417        31          

経常費用計 4,273      3,929      343         

 　　　 当期経常外増減額評価損益等調整前当期経常増減額 242        466        △224       

 　　　 当期経常外増減額評価損益等計 112        4,277      △4,164     

当期経常増減額 355        4,744      △4,388     

2.経常外増減の部

    (1) 経常外収益計(1)経常外収益計 -          -          -           

    (2) 経常外費用計(2)経常外費用計 0 -          0

 　　　 当期経常外増減額当期経常外増減額 △0        -          △0         

税引前当期一般正味財産増減額 354        4,744      △4,389     

法人税等 89 81 7           

当期一般正味財産増減額 265        4,662      △4,397     

一般正味財産期首残高 18,540     13,878     4,662       

一般正味財産期末残高 18,805     18,540     265         

（単位：百万円）

流動資産 5,710      5,728      △18        

固定資産 14,853     14,677     176         

20,564     20,406     158         

流動負債 494        577        △83        

固定負債 1,264      1,288      △23        

1,758      1,865      △106       

正味財産合計 18,805     18,540     265         

負債及び正味財産合計 20,564     20,406     158         

３．公益目的支出計画の実施額

資
産

計

負
債

計

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．貸借対照表（令和7年3月31日現在）

科        目
当 年 度

(A)
前 年 度

(B)
増 減

(A)-(B)

令和6年度決算

１．正味財産増減計算書（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

科        目
当 年 度

(A)
前 年 度

(B)
増 減

(A)-(B)

令和6年度実施額：４３．０百万円



＜参考＞　評価損益等調整前当期経常増減額 （組織別内訳）
(単位:百万円)

当年度
(Ａ)

前年度
(Ｂ)

増  減
(Ａ)－(Ｂ)

前年同期比(％)
(Ａ)/(Ｂ)

経 常 収 益 1,587       1,537       49          103.2

経 常 費 用 1,457       1,311       145         111.1

経常増減額 130         225         △95        57.8

経 常 収 益 2,367       2,290       77 103.4

経 常 費 用 2,294       2,090       204         109.8

経常増減額 72          199         △126       36.5

経 常 収 益 593         596         △3         99.4

経 常 費 用 553         555         △1         99.8

経常増減額 39          41          △2         95.1

経 常 収 益 4,516       4,396       119         102.7

経 常 費 用 4,273       3,929       343         108.7

経常増減額 242         466         △224       52.0

（注１）百万円未満を切り捨てて表示しております。
（注２）内部取引を控除しているため、合計額は一致いたしません。

本　部

新聞部

支　部

合　計


























